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  1. 法人の長によるメッセージ  

  

独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）は「福祉の増進並びに医療の普及及

び向上」を図ることを目的として、福祉・医療に関する多様な事業を展開しています。 

昭和 29 年設立の社会福祉事業振興会及び昭和 35 年設立の医療金融公庫から、前身の社

会福祉・医療事業団（昭和 60 年設立）を経て現在に至るまで、我が国の福祉医療制度の歩

みとともに事業を展開しており、福祉・医療サービスを提供している事業者への支援を通

じた福祉医療施策の推進や福祉的支援を必要とする方への生活支援の充実に貢献してま

いりました。 

我が国では、急速な少子高齢化が進行する中、少子化対策や増加する高齢者対策に加え、

建築費が高騰する中での福祉・医療施設等の老朽化への対応のほか、人口減少社会の進行

等に伴う福祉・医療サービス提供に係る課題や地域のつながりの希薄化など、福祉・医療

分野における喫緊の課題が数多く存在しています。 

機構では、これらの諸課題の解決に向けた国の政策効果が最大となるよう、福祉医療貸

付事業による施設整備等の資金融通（令和 8 年 3月末の貸付金残高 5 兆 2千億円）をはじ

め、福祉医療経営指導事業による事業特性を踏まえた経営分析参考指標の提供やリサーチ

レポートの公表による事業者向け支援の実施、さらに福祉保健医療情報サービス事業によ

るサービス利用者等への福祉・保健・医療情報の一元的かつ正確な情報提供など、福祉・

医療に関する多様な事業を一体的に実施しております。 

 

 

（1）令和 7 年度の振り返り 

令和 7 年度においては、経営理念と行動指針のもと、各事業を着実に実施するとと

もに、①コロナ資金大量償還への適切な対応、②将来を見据えた福祉医療基盤のサポー

ト、③継続的なＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進の、3 つの事項を

運営の柱に位置付けて注力してまいりました。 

 

① コロナ資金大量償還への適切な対応 

新型コロナウイルス感染症により減収等の影響を受けた福祉・医療事業者に対す

る優遇融資である新型コロナウイルス対応支援資金（以下「コロナ資金」という。）

については、元金償還の返済を猶予する据置期間の終了に伴い、令和 7 年 6 月以降

に元金償還が本格化しました。一方で、福祉・医療事業者にあっては、人材不足や物

価高騰により経営環境が悪化していることから、貸出条件緩和に関する相談や債権

管理回収に関する業務が増加しております。 

今後も継続するコロナ資金の大量償還に対応するため、令和 7 年度においては、大

口の貸付先群を対象先とした重点的なモニタリング、業務スキームの見直しによる

濃淡のある条件緩和、初期延滞債権管理や困難事案に対応する機構内部の体制強化、

サービサー等への委託業務の更なる拡大などにより、体制を拡充してきたところで

す。 
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② 将来を見据えた福祉・医療基盤のサポート 

人材不足や物価高騰などに加えて建築費の高騰により、施設整備にも影響が生じる

など、福祉医療分野を取り巻く環境は引き続き厳しい状況に置かれております。 

こうした環境下にある福祉・医療基盤を支えるため、機構では令和 6 年 12 月より

物価高騰の影響を受けた施設等に対する経営資金又は長期運転資金（以下「物価高騰

対応資金」という。）に係る融資条件の優遇措置を実施しており、令和 7年 4月からは

さらに条件を拡充して対応してまいりました。また、政策融資による基盤整備や災害

復旧等の対応に加え、深刻化する病院の人手不足に着目したアンケート調査や建設費

が高騰する中における福祉医療施設の建設費に係るレポートの公表、福祉・保健・医

療に関連する総合情報サイトであるＷＡＭ ＮＥＴを通じた有益な情報提供、助成事

業による地域共生社会実現に向けた支援、退職共済制度の安定的な運用など各種事業

を行っています。 

さらに、令和7年度から、合併を希望する社会福祉法人から情報の登録を受け付け、

希望する条件に合致する法人同士を引き合わせる社会福祉法人合併支援業務を新た

に開始しました。これら、福祉・医療の向上に資する各種業務を着実に実施すること

により、将来を見据えた福祉・医療事業者のサポートを図っております。 

 

③ 継続的なＤＸの推進 

機構では、デジタル化を通じた利便性の向上や福祉・医療事業者の経営情報の見え

る化により、福祉・医療基盤の確固とした体制整備に貢献していくとともに、お客様

サービスの向上を目指した業務効率化に取り組んでおります。 

令和 7年度においては、「医療法人経営情報データベースシステム（ＭＣＤＢ）」に

よって収集した医療法人の詳細な経営情報の分析を行い、国と協議のうえ、データ分

析結果の公表を行ったほか、診療報酬に関する検討のためのデータとしても活用され

ました。こども及び障害福祉分野においても経営情報の見える化を進めており、国と

連携のうえ、令和 7年度よりデータの収集を開始しております。 

また、令和 7年 1 月から運用を開始した「退職手当共済システム」により、退職手

当共済事務に係る全手続きのオンライン化を行い、従来の申請に比べて手続きにかか

る時間が短縮されるなど、利用者の利便性向上につながっています。 

さらに、機構組織内における業務のＤＸの推進においても、生成ＡＩの試験的な導

入など、実施可能な取組から着実にＤＸを推進してまいりました。 

 

（2）令和 8年度に向けて 

令和 8年度においても、国の方針を踏まえ、社会・経済の変化に伴う事業環境を総合

的に捉えつつ、現状及び将来の課題解決に向けて、組織一丸となって取り組むこととし

ており、特に、以下の 3つの事項を運営の柱として位置付けています。 

 

①  総合的な現場支援 

福祉・医療事業者を取り巻く厳しい環境下において、債務者に寄り添った着実なコ

ロナ資金の債権管理対応や物価高騰対応資金の継続のほか、令和 7年度補正予算で措
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置された、地域医療の維持・存続を目的とした経営資本強化資金（資本性劣後ローン）

や介護事業者に対する経営改善支援事業を新たに実施するほか、医療、こども、障害

の各分野における経営情報の見える化対応に係る管理運用、社会福祉法人の合併支援

業務、その他ＷＡＭ助成事業や退職手当共済事業など、従前より実施している事業も

含め、総合的に福祉医療の現場を支援してまいります。 

 

②   ＤＸ推進と業務改善 

機構では、デジタル化を通じた利便性の向上や見える化により、福祉・医療基盤の

確固とした体制整備に貢献していくとともに、お客さまサービスの向上を目指した業

務効率化に引き続き取り組んでいく所存です。 

令和 8年度においては、厚生労働省の要請を受けデータ収集を開始した「医療法人

経営情報データベースシステム（ＭＣＤＢ）」について、第三者提供制度（オンサイ

トセンター等）の開始に伴う体制整備や国の施策に基づく情報システムの整備・拡充

を推進します。また、業務における各種基幹システムについて、中長期的なシステム

計画を検討のうえ、安定的かつ効率的な運用を行っていくと共に、令和 7年度に試験

的に導入した生成ＡＩの本格導入に向けた整備に努めます。機構の業務におけるお客

さまサービスの向上や業務の生産性の向上に資する観点から、ＤＸの推進に引き続き

取り組んでまいります。 

 

③ 組織体力の強化 

機構では、施設整備資金の融資業務をコアとして各種業務を展開してまいりました

が、近年、福祉・医療事業者を取り巻く経営環境の悪化から、行政や関連団体等から

当機構に対して多様な要望が寄せられており、求められる役割が大きくなっておりま

す。 

 こうした多様なニーズと要望に対応するため、第 5 期中期目標期間最終年度とな

る令和 9年度までに、組織の新たな長期的な運営ビジョンを策定し、それに向けた態

勢整備を併せて行ってまいります。また、長期ビジョン実現のためには、それを支え

る人材の育成・確保が必要であることから、人材育成を担う人事部門の強化を行い、

人材交流の拡大や研修体系、人事評価制度の見直し、専門人材の計画的育成・確保な

どを進めつつ、総合的な組織体力の強化を図っていきます。 

 

 

（3）最後に 

福祉・医療事業者を取り巻く経営環境の激化に伴い、機構に求められる役割が益々大

きくなっていることからも、現在の機構は大きな転換期に差し掛かっているといえま

す。 

機構は令和 6年度から新たな「経営理念（民間活動応援宣言）」と「行動指針」を組

織運営の根幹として活動しておりますが、こうした環境の変化も踏まえ、お客さま満足

の追求と将来の地域の暮らしを福祉医療から支えることを目指し、福祉医療の支援に

係る専門性を磨き、政策金融と多様な事業の展開による総合力を発揮し、お客さまの信

頼に応える組織であり続けたいと考えています。 
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また、独立行政法人の業務の適切な執行の観点から、組織の効率的・効果的な運営を

目的とした「経営企画会議」や、経営の公正性及び透明性をより高めることを目的とし

た「ガバナンス委員会」などの会議体における審議等を通じて、「内部統制」の充実に

力を入れております。 

これに加えて、各事業執行の適切性を確保する観点から、3線モデル（3 Lines Model 

P21 参照）の考え方を引き続き採用するとともに、監査部門においては、監事及び監査

法人と連携した三様監査の実施により、適切な業務運営を行っております。 

「行動指針」に掲げる「健全な業務運営」「効率的な業務実施」「多様性と働きがい」

を徹底しつつ、内部統制の仕組みを活用し、「経営理念（民間活動応援宣言）」の実現を

目指すことで、国の政策の一翼を担い、組織一丸となって我が国の社会保障の向上と安

定に貢献してまいります。 

今後とも、機構へのご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 

  

理事長 松縄
まつなわ

 正
ただし

 

独立行政法人福祉医療機構 
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  2. 法人の長の理念や運営上の方針・戦略等   
(1) 機構の理念、方針等 

機構は、理事長のリーダーシップの下、中期目標の達成に向けて果たすべき使命を明

確にし、国の各種政策目的の実現に貢献することを目的として、次のとおり、「ビジョ

ン」、「経営理念（民間活動応援宣言）」、「行動指針」、「経営方針」を策定しています。 

 

① ビジョン 

 

② 経営理念（民間活動応援宣言） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 行動指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 経営方針 

 

 

 

 

私たちは、国の政策効果が最大になるよう、地域における福祉と医療の向上を目指し、 

お客さまの目線に立って民間活動を応援します。 

１ お客さま満足を追求しつつ、将来の地域の暮らしを福祉医療から支えます。 

２ 福祉医療の支援に係る専門性を磨き、政策金融と多様な事業の展開による 

総合力を発揮します。 

３ 環境変化を捉え、課題やニーズに迅速に対応し、お客さまの信頼に応えます。 

1. お客さまサービスの向上 

2. 国の政策目的を早期に実現するための業務運営  

3. 内部統制の充実  

4. 業務の質の向上及び効率化 

5. 働きがいのある明るい職場づくり 

１ 健全な業務運営 

法令等の遵守、高い倫理観と誠実な活動に加え、透明性及び自主性を発揮して、

健全な業務運営に努める。 

２ 効率的な業務実施 

コストや時間の無駄を削減し、適正かつ効率的に業務を進める。 

３ 多様性と働きがい 

多様な立場や意見を尊重し協力することにより、自ら働きがいのある強く明るい

組織を目指す。 

国の政策を実現する「プロ集団」      福祉医療の進化に貢献します。 
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(2) 機構事業展開の方向性 

機構では次の枠組みを中心に事業・業務の方向性を定め、ＰＤＣＡを回しながら運営

を行っています。主務大臣が定める中期目標、機構が定める中期計画及び年度計画を中

心に、長期的な観点から機構のあるべき姿を明確にしたビジョンや、福祉・医療の民間

事業活動を支援することを定めた経営理念に基づき、事業展開の方向性を定めていま

す。 

＜図 1＞事業展開の前提となる目標等の体系 

 

毎年度策定する経営方針及び各部門の目標を定めた重点目標により事業部門、管理部

門及び組織全体のＰＤＣＡを励行し、人事評価制度に落とし込むことにより組織目標等

を個人目標へ反映し、目標実現のため組織及び役職員が一体となって取り組む態勢を構

築しています。 

また、各事業では意思決定に必要な情報の入手が重要になります。機構では地方公共

団体・事業者団体との意見交換や各種分析等を通じて、事業者の課題や施設整備動向を

把握するとともに潜在的なリスクを認識し、融資メニューの改善等により機構に求めら

れる役割を効果的に発揮するよう努めています。さらに、事業の実施に際しては、事業

部門間や事業部門・管理部門間の連携、会議体を活用した透明性と客観性のあるＰＤＣ

Ａの実践、外部組織との連携などを意識して業務運営にあたっています。 

＜図 2＞機構事業展開の枠組み 

 

ミッション… 政策体系における法人の位置付け及び役割
（中期目標の冒頭記載）

中期目標… 主務大臣が法人ごとに定める、3～5年の期間
のうちに達成すべき業務運営の目標（通則法第29条）

中期計画… 中期目標に基づき、各法人が策定する業務
遂行に係る計画（通則法第30条）

経営理念
… 業務方法書に基づき定める「法人の運営基本理念」

（業務方法書第57条第1項）

年度計画… 中期目標・中期計画に基づく、各法人が策定
する業務遂行に係る計画（通則法第31条）

使命… 法人の根本となる設置目的や果たすべき役割、政策実
施機関としての将来的な法人のあるべき姿（中期目標記載）

人事目標の目標管理評価
…組織全体の目標から各職員に落とし込まれた目標等

経営方針 ※毎年度策定
（業務方法書第57条第1項）

重点目標… 中期目標、中期計画、年度計画、経営理念、
経営方針、中期的課題等に沿って部門ごとに設定

行動
指針

ビジョン… 使命及びミッションを踏まえた、法人自身が将来ありたい
姿、実現したい未来(R4.4独法評価制度の運用に関する基本的考え方）
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  3. 法人の目的、業務内容   
 
(1) 法人の目的 

機構の目的は、独立行政法人福祉医療機構法（以下「機構法」という。）第 3 条にお

いて、次のように定められています。 

（機構の目的） 

第三条 独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）は、社会福祉事業施設及

び病院、診療所等の設置等に必要な資金の融通並びにこれらの施設に関する経営指

導、社会福祉事業に関する必要な助成、社会福祉施設職員等退職手当共済制度の運

営、心身障害者扶養保険事業等を行い、もって福祉の増進並びに医療の普及及び向

上を図ることを目的とする。 

 

(2) 業務内容 

 

機構は、その目的を達成するため、以下の業務を行っています。（機構法第 12 条） 

１  社会福祉事業施設及び医療関係施設等の設置等に必要な資金の貸付事業 

２  社会福祉事業施設の設置者等及び病院等の開設者に対する経営の診断又は指導事業 
３  社会福祉振興事業者に対する助成事業 
４  社会福祉事業に関する調査研究、知識の普及及び研修事業 
５  社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定による退職手当共済事業 
６  都道府県等が心身障害者扶養共済制度の加入者に対して負う共済責任を保険する 

心身障害者扶養保険事業 
７  福祉・保健・医療に関する情報提供等を行う福祉保健医療情報サービス事業 
８  その他前記に附帯する事業 

また、上記の業務のほか、当分の間、以下の業務を行っています。 

（機構法附則第 5 条の 2、第 5 条の 3 及び第 5条の 5） 

９  承継年金住宅融資等債権管理回収業務 
１０ 年金担保債権管理回収業務 
１１ 労災年金担保債権管理回収業務 
１２ 旧優生保護法補償金等支給法に基づく旧優生保護法補償金等支払等業務 
１３ ハンセン病元患者家族補償金支給法に基づくハンセン病元患者家族補償金支払等業

務 
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  4. 政策体系における法人の位置づけ及び役割（ミッション）   
 

我が国の福祉・医療を巡る環境には、少子高齢化や物価高騰等が進行する中で、国の

計画に基づき整備された福祉施設等の老朽化への対応のほか、人口減少社会の進行等に

伴う福祉・医療サービス提供に係る課題の複合化・複雑化や地域のつながりの希薄化、

デジタル技術の活用による福祉・医療事業者の業務の省力化・効率化、これらに対応す

る社会資源の一元的かつ正確な情報提供など、喫緊の課題が数多く存在しています。 

機構は、福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図るという目的の下、我が国が抱え

る福祉・医療の諸課題を解決する国の政策効果が最大となるよう、福祉・医療基盤の整

備及び維持存続のための施設整備等の資金融資や経営指導などの事業者向け支援、制度

の狭間にいる要支援者を支える活動等への支援により地域包括ケアシステムや地域共

生社会の実現に寄与するとともに、全ての利用者等への福祉・保健・医療情報の一元的

かつ正確な情報提供を実施するなど、福祉・医療に関する多様な事業等を効果的かつ効

率的に実施することにあります。 

機構は、その保有するノウハウや専門性を活かして多様な事業を一体的に実施し、業

務を通じて国の政策を推進することにより、社会全体にとって共通財産である「社会的

共通資本」としての福祉・医療基盤が安定的かつ効率的に整備・運営され、国民の皆さ

まへの良質かつ適切な福祉・医療サービスを提供しています。 

 

＜図 1＞政策体系図（第 5 期中期計画：令和 5 年 4 月～令和 10 年 3 月） 
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  5. 中期目標、中期計画及び年度計画  
 

(1) 中期目標の趣旨 

第 5 期中期目標期間中に達成すべき業務運営に関する目標が厚生労働大臣から示さ

れており、待機児童解消や特別養護老人ホームの待機者解消、地域医療構想の実現等を

推進するための福祉・医療基盤の整備、保育士や介護人材の処遇改善、制度の狭間にい

る要支援者を支える団体への支援を行い、地域包括ケアシステムや地域共生社会の実

現に寄与するとともに、機構が保有するＷＡＭ ＮＥＴ基盤を活用し、全ての利用者が

一元的かつ正確な情報を入手できる環境の整備等を効果的かつ効率的に実施すること

等が指示されています。詳しい内容については、第 5 期中期目標をご参照ください。 

 

(2) 中期目標・中期計画・年度計画の概要 

機構では、厚生労働大臣から指示された中期目標を達成するための具体的計画とし

て、第 5 期中期計画を策定するとともに、当該計画に基づく年度計画を策定していま

す。 

中期目標・中期計画・当事業年度に係る年度計画に係る概要及び対応関係は、以下の

とおりです。 

それぞれ詳細については第 5 期中期計画及び令和 7 年度計画をご参照ください。 

第 5 期中期目標・中期計画 令和７年度計画 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

1 福祉医療貸付事業 

(1)政策優先度に即した効果的かつ効率的な融資 (1)融資方針を周知、当該方針に基づき事業を実施 
金融環境の変化に伴う経営悪化先等への融資の実施 

(2)福祉医療貸付制度の周知・広報 (2)福祉医療関係団体や地方公共団体への周知・広報や意
見交換会等の実施による連携強化 

(3)民間金融機関との協調融資制度の普及 (3)ノウハウやデータ等を民間金融機関へ情報提供 

(4)早期段階での融資相談と適正かつ迅速な審査手続き (4)融資相談会の開催及び専門的な支援・助言 

(5)債権区分別の適切な期中管理 (5)融資後の運営・財務状況の把握とフォローアップ調査
の実施 

(6)債権悪化の未然防止 (6)ポートフォリオ分析及びモニタリング等の実施 

(7)経営の悪化又は悪化が懸念される貸付先への支援 (7)貸出条件緩和及び的確な債権保全措置 

(8)定量目標の設定 
・福祉医療関係団体等との意見交換会等（毎年度 14 回以上） 
・民間金融機関との勉強会・意見交換（毎年度11 回以上） 
・貸付先等への経営のアドバイス（毎年度 220 件以上） 
・フォローアップ調査等の実施数（毎年度 72 貸付先以上） 

(8)定量目標の設定 
・福祉医療関係団体等との意見交換会等（毎年度 14 回以上） 
・民間金融機関との勉強会・意見交換（毎年度11 回以上） 
・貸付先等への経営のアドバイス（毎年度 220 件以上） 
・フォローアップ調査等の実施数（毎年度 72 貸付先以上） 
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第 5 期中期目標・中期計画 令和７年度計画 

2 福祉医療経営指導事業 

(1)セミナー内容の充実 (1)福祉・医療事業者の課題解決につながるテーマの設定
と機構の独自性を発揮した情報提供等 

(2)経営状況に関する調査・分析・公表 (2)福祉・医療事業者等の的確な経営状況の把握に資する
調査・分析・公表 

(3)経営診断・支援の手法・内容の充実 (3)個々の事業者・施設が抱える課題解決に重点化 

(4)定量目標の設定 
・多様なテーマによる情報の提供（毎年度 10 テーマ以上） 
・調査・分析結果の公表結果の引用（毎年度 117 回以上） 

 ・経営診断件数（毎年度 342 件以上） 

(4)定量目標の設定 
・多様なテーマによる情報の提供（毎年度 10 テーマ以上） 
・調査・分析結果の公表結果の引用（毎年度 117 回以上） 

 ・経営診断件数（毎年度 342 件以上） 

3 社会福祉振興助成事業 

(1)募集テーマの重点化及び連携・協働事業の選定 (1)助成方針の策定、募集要領の公表及び助成先の選定 

(2)助成金早期交付決定のための申請業務効率化 (2)助成金早期交付決定のための申請業務効率化 

(3)助成先法人等のガバナンス強化の支援充実 (3)助成先法人等への現地調査・指導等 

(4)事業の継続・発展に繋がる適切な相談・助言 (4)助成先法人等の活動の円滑な実施及び継続・発展を支
援する研修会・シンポジウム等の開催や適切な相談・助
言 

(5)定量目標の設定 
 ・助成事業の利用者満足度（最高評価60%以上） 
 ・ガバナンス強化に関する支援実施団体数（毎年度 23 団体

以上） 
 ・助成事業に係る研修会の満足度（最高評価50%以上） 

(5)定量目標の設定 
 ・助成事業の利用者満足度（最高評価60%以上） 
 ・ガバナンス強化に関する支援実施団体数（毎年度23 団体

以上） 
 ・助成事業に係る研修会の満足度（最高評価50%以上） 

4 退職手当共済事業 

(1)請求書の受付から給付までの期間短縮 (1)事務処理の効率化による処理期間の短縮 

(2)退職届作成システムの利用促進 (2)利用者の意向を踏まえた ICT の活用 

(3)退職手当共済制度の周知 (3)都道府県等と連携し、制度を広く周知 

(4)定量目標の設定 
 ・給付までの平均処理期間（毎年度 42 日以内） 
 ・退職届作成システムの利用割合（毎年度 45%以上） 
 ・制度周知に係る新規広報先数（毎年度 20 件以上） 

(4)定量目標の設定 
 ・給付までの平均処理期間（毎年度 42 日以内） 
 ・退職届作成システムの利用割合（毎年度 45%以上） 
 ・制度周知に係る新規広報先数（毎年度 20 件以上） 

5 心身障害者扶養保険事業 

(1)財政状況の検証及び加入者等への公表 (1)財務状況検討会の開催及び検証結果の公表 

(2)扶養保険資金の運用 (2)長期的な観点からの安全かつ効率的な運用 

(3)事務処理等の適切な実施及び制度周知 (3)国及び地方公共団体と連携した事務担当者会議の開催
や制度周知の実施 

(4)定量目標の設定 
・制度の周知・広報活動（毎年度 15 回以上） 

(4)定量目標の設定 
・制度の周知・広報活動（毎年度 15 回以上） 

6 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

(1)提供情報の質の向上及び利用者の利便性向上 (1)提供情報の質の向上及び利用者の利便性向上 

(2)国の施策に基づく情報システムの整備及び運用管理 (2)国の施策に基づく情報システムの安定的な運用と効率
的な管理 

(3)ＷＡＭ ＮＥＴを活用した業務の効率的な実施 (3)ＷＡＭ ＮＥＴを活用した業務の効率的な実施 

(4)定量目標の設定 
・提供情報の整備充実及び機能見直し（毎年度 8 件以上） 
・年間ヒット件数（毎年度 2 億 1,000 万件以上） 
・「子育て・介護と仕事の両立支援情報ポータル」の利用者

満足度（毎年度 80%以上） 

(4)定量目標の設定 
・提供情報の整備充実及び機能見直し（毎年度 8 件以上） 
・年間ヒット件数（毎年度 2 億 1,000 万件以上） 
・「子育て・介護と仕事の両立支援情報ポータル」の利用者

満足度（毎年度 80%以上） 
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第 5 期中期目標・中期計画 令和７年度計画 

7 承継年金住宅融資等債権管理回収業務 

(1)業務運営コストの分析及び将来の収支把握 (1)業務の終了を見据えた検討及び国との調整 

(2)年金住宅融資等債権の適切な債権管理 (2)財務状況等の把握、担保・保証等の評価 

(3)延滞債権の発生の抑制 (3)適時的確な回収及び必要な返済条件の変更措置 

(4)延滞債権の早期の債権回収 (4)督促、保証履行請求、担保処分等の適切な対応 

(5)債務者に寄り添った丁寧な対応 (5)債務者に寄り添った丁寧な対応 

8 年金担保債権管理回収業務及び労災年金債権管理回収業務 

(1)安定的で効率的な業務運営 (1)安定的で効率的な業務運営 

(2)貸付債権の着実な管理回収 (2)貸付債権の着実な管理回収 

(3)業務の円滑な終了に向けた準備検討 (3)業務の円滑な終了に向けた準備検討 

9 旧優生保護法補償金等支払等業務及びハンセン病元患者家族補償金支払等業務 

業務の適切かつ迅速な実施 業務の適切かつ迅速な実施 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

1 業務・システムの効率化と情報化の推進 

(1)システムの導入及び改善の継続的な実施 (1)情報化推進計画に基づくシステム等の改善 

(2)情報管理担当部署の専門性の向上と職員に対する研修
等の実施 

(2)研修プログラムに基づく外部研修の活用 

 (3)IT 技能習得を推進する職員研修等の計画的な実施 

2 経費の節減 

(1)業務方法の見直し及び事務の効率化による経費の節減 (1)業務方法の改善及び事務の効率化による経費の節減 

(2)公正かつ透明な調達手続きによる適切な調達 (2)調達等合理化計画に基づく一者応札等に対する取組 

(3)一般管理費及び業務経費の節減（令和 4 年度比 一般管
理費△15%程度、業務経費△5%程度） 

(3)業務の質の確保に留意しつつ、経費を節減 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

1 予算、収支計画及び資金計画 

（中期目標）運営費交付金以外の収入確保と自己資金調
達による貸付原資の確保 

（中期計画）効率化等の計画を反映した予算等の作成 
効率化等の計画を反映した予算等の作成 

2 短期借入金の限度額 

（中期計画）限度額：72,500 百万円 限度額：72,500 百万円 

3 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

年金担保債権管理回収勘定及び労災年金担保債権管理回
収勘定の政府出資金等を業務廃止後に金銭納付により国
庫納付 

なし 

4 3 の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

なし なし 

5 剰余金の使途 

業務改善に係る支出の原資及び職員の資質向上のための
研修等の財源 

業務改善に係る支出の原資及び職員の資質向上のための
研修等の財源 
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第 5 期中期目標・中期計画 令和７年度計画 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

1 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

(1)組織編成等の業務運営体制の継続的な見直し (1)組織編成等の業務運営体制の見直し 

(2)理事長のリーダーシップが反映される統制環境の維持・強化 (2)様々な環境変化に対応するため、理事長のリーダーシ
ップが組織運営に反映される統制環境を維持・強化 

(3)・業務間の連携強化等による業務の効率的な運営 
・効果的な情報発信及び広報活動 (3)業務間の連携強化及び効果的な情報発信及び広報活動 

2 内部統制の充実 

(1)内部統制の更なる充実 (1)内部統制の点検・検証・見直しの実施 

(2)サイバー攻撃の防御力及び組織的対応能力の強化 (2)PDCA サイクルによる情報セキュリティ対策の改善 

3 職員の人事に関する事項 

(1)男女共同参画や働き方改革の推進 (1)育児・介護等との両立支援、ワーク･ライフ･バランスの推進 

(2)職員の資質向上を図る各種研修の実施 (2)若手職員の育成を目的とした各種専門研修の実施 

4 施設及び設備に関する計画 

なし なし 

5 積立金の処分に関する事項 

繰越積立金は業務の財源に充当 繰越積立金は業務の財源に充当 
 
    

＜中期目標・中期計画・年度計画の変更状況＞ 

 令和 7 年 8 月 26 日：令和 7 年度計画変更 

変更理由 

令和 7 年 7 月 31 日、医療需要の変化等に加え、物価高騰の影響を受けて厳しい状況

に直面している福祉・医療事業者からの資金需要に対応するため、令和 7 年度特別会計

予算総則第 21 条第 3 項に基づき、令和 7 年度財政融資資金運用計画が変更されたこと

に伴い、令和 7 年度計画予算額を変更したことによるもの。 

 

 令和 7 年 12 月 23 日：令和 7 年度計画変更 

変更理由 

令和 7 年度補正予算の成立（令和 7 年 12 月 16 日）に伴い、令和 7 年度予算額を変更

したことによるもの。 
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(3) 各事業と勘定（経理区分）の対応関係 

機構の中期目標等は、適正かつ厳正な評価に資する「一定の事業等のまとまりごとの

目標（セグメント情報）」として策定されており、9つに区分されています。 

これと対応する「勘定（経理区分）」については、各業務と財源区分との関係などか

ら、8つに区分しており、それぞれの対応関係は次のとおりです。 

（令和 8 年 3 月末現在） 
一定の事業等のまとまりごとの目標（セグメント情報） 勘定（経理区分） 

1. 福祉医療貸付事業 

① 一般勘定 
2. 福祉医療経営指導事業 

3. 社会福祉振興助成事業 

4. 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

5. 退職手当共済事業 ② 共済勘定 

6. 心身障害者扶養保険事業 ③ 保険勘定 

7. 承継年金住宅融資等債権管理回収業務 ④ 承継債権管理回収勘定 

8. 年金担保債権管理回収業務及び 
労災年金担保債権管理回収業務※ 

⑤ 年金担保債権管理回収勘定 

⑥ 労災年金担保債権管理回収勘定※ 

9. 旧優生保護法補償金等支払等業務及び 
ハンセン病元患者家族補償金支払等業務 

⑦ 旧優生保護法 
補償金等支払等勘定 

⑧ ハンセン病元患者家族 
補償金支払等勘定 

※ 労災年金担保債権管理回収業務については、令和 8年 3月 31 日をもって業務を終

了しており、労災年金担保債権管理回収勘定については、令和 8年 4月 1日をもっ

て勘定を廃止しております。 



14 
 

  6. 持続的に適正なサービスを提供するための源泉   

(1) ガバナンスの状況 
   独立行政法人については、平成 26年の独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）

の改正において、業務運営を改善し得るよう法人内部のガバナンスを強化することが、

法人の内外から求められています。 

機構では、業務運営を効率的かつ効果的に実施することを目的とした「経営企画会議」

及び経営の公正性と透明性を高めることを目的とした「ガバナンス委員会」を設置し、

それぞれがトップマネジメントを強力に補佐しながら、適切に運営管理を図る体制を

構築しています。 

経営企画会議においては、機構の経営方針や経営計画等の重要事項について協議し、

各事業の進捗状況や業務プロセスを報告・管理することにより、役職員における意思の

統一及び課題等の共有を図っています。 

ガバナンス委員会においては、機構のコンプライアンス、リスク管理（統合的リスク、

信用リスク、市場リスク、流動性リスク、システムリスク及び事務リスク等の管理）、

顧客保護等管理（金融円滑化管理を含む。）に係るモニタリングにより、ガバナンス態

勢上の課題等の共有を図るとともに、継続的に態勢の見直しを行っています。 

また、事業環境を的確に捉えた活動を行うため、重要な外部情報を把握するとともに、

当該情報を適時かつ適切に識別、把握及び処理するプロセスを整備※し、経営企画会議・

ガバナンス委員会等において共有しています。 

※「独立行政法人における内部統制と評価について」（平成 22 年 3 月 独立行政法人における内

部統制と評価に関する研究会）に基づき整備 

 

＜図 1＞ガバナンス態勢 
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(2) 役員等の状況 
  ① 役員の氏名、役職、任期、担当及び職歴 

   （令和 8 年 3 月 31 日現在） 

役 職 氏  名 任   期 担   当 経   歴 

理事長 松縄
まつなわ

 正
ただし

 
自 令和  5 年 4 月 01 日 
至 令和 10 年 3 月 31 日  

独立行政法人福祉医療機構 
理事 
ニッセイ・リース株式会社 
取締役執行役員 

理 事 岩井
い わ い

 勝弘
かつひろ

 
自 令和 7 年 10 月 1 日 
至 令和 9 年 9 月 30 日 

総務部 
企画管理部 
情報システム部 
WAMNET 事業部 
年金業務部 

厚生労働省大臣官房付 
【現役出向】 

理 事 嶋倉
しまくら

 泰造
たいぞう

 
自 令和 5 年 4 月 1 日 
至 令和 9 年 9 月 30 日 

経理部 
顧客業務部 
共済部 
保険・支払業務部 

東京海上日動火災保険株式
会社 理事 兼 
東京海上ディーアール株式
会社 代表取締役社長 

理 事 林田
はやしだ

 基
もと

宏
ひろ

 
自 令和 7 年 10 月 1 日 
至 令和 9 年 9 月 30 日 

福祉医療貸付部 
上席推進役 
経営サポートセンター 
大阪支店 

独立行政法人福祉医療機構
上席推進役 

監 事 砂田
す な だ

 晃一
こういち

 
自 令和 5 年 7 月 1 日 
至 令和 9 年度の財務諸表

承認日 
 明治安田生命保険相互会社 

調査部審議役 

監 事 
(非常勤) 片桐

かたぎり

 春美
は る み

 
自 令和 5 年 7 月 1 日 
至 令和 9 年度の財務諸表

承認日 
 片桐春美公認会計士事務所代表 

 

② 会計監査人の名称及び報酬 

会計監査人は EY新日本有限責任監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人

と同一のネットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に

基づく報酬の額は、28 百万円（税抜）です。なお、非監査業務に基づく報酬はござ

いません。 

 

(3) 職員の状況 

常勤職員は令和 7 年度末において 280 人（前期末 284 人）であり、平均年齢は 41.2

歳（前期末 41.5 歳）となっています。このうち、国からの出向者は 5 人です。また、

令和 8年 3月 31 日付退職者は 7人です。 

なお、令和 7年度末の女性管理職割合は 12.1％、男女間賃金差異は 77.5％、男女別

の育児休業取得率は男性 66.7％、女性 100.0％となっています。 

 

 

(4) 重要な施設等の整備等の状況 

  ① 当事業年度中に完成した主要施設等 
該当なし 
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② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 
該当なし 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 
該当なし 

 

(5) 純資産の状況 
  ① 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

資本金（政府出資金）の当期増加額 90,219 百万円は、物価高騰の影響を受けた医

療機関等の資金繰りを支援する優遇融資を行うための財務基盤強化及び資本性劣後

ローンの原資として令和 7 年度補正予算で措置され、政府出資金として一般勘定で

受け入れたものです。 

また、資本金（政府出資金）の当期減少額 30,353 百万円の内訳については、30,292

百万円が機構法附則第 5 条の 2 第 8 項に基づく国庫納付（承継債権管理回収勘定）

によるものであり、残額の 62 百万円は通則法第 46 条の 2 第 1 項に基づく国庫納付

（労災年金担保債権管理回収勘定）によるものです。 

（単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 317,736 90,219 30,353 377,602 

資本金合計 317,736 90,219 30,353 377,602 

 

② 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

    令和 7年度の当期総利益については、目的積立金の申請は行っていません。 

    前中期目標期間繰越積立金取崩額は、中期計画の「積立金の処分に関する事項」に

おいて定めた使途に基づき、令和 5 年 6 月 29 日付にて主務大臣から承認を受けた

2,805 百万円のうち 130 百万円（共済勘定：87 百万円、年金担保債権管理回収勘定：

43 百万円、労災年金担保債権管理回収勘定：0.2 百万円）について取り崩しを行った

ものです。 

 

③  繰越欠損金の状況 

    法人全体の繰越欠損金 126,677 百万円のうち、当期総損失は 34,695 百万円となり

ます。各勘定の当期総利益（損失）については P55 をご参照ください。 

    

 
(6) 財源（インプット）の状況 
  ① 財源（インプット）の内訳 
    機構の経常収益は 227,973 百万円であり、各事業、業務の実施に必要となる財源

を十分に確保しています。主な内訳は、事業収入 128,375 百万円（56.3％）、補助金

等収益 87,828 百万円（38.5％）、運営費交付金収益 4,586 百万円（2.0％）、業務収入

4,563 百万円（2.0％）となっています。 
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    各勘定の経常収益の内訳は、次ページのとおりです。 

 

 

 

  
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

一般勘定 
（福祉医療貸付事業、福祉医療経営指導事業、 

福祉保健医療情報サービス事業、 
社会福祉振興助成事業） 

共済勘定 
（退職手当共済事業） 

保険勘定 
（心身障害者扶養保険事業） 

年金担保債権 
管理回収勘定 

（年金担保債権管理回収業務） 

労災年金担保債権 
管理回収勘定 

（労災年金担保債権管理回収業務） 

承継債権管理回収勘定 
（承継年金住宅融資等債権 
 管理回収業務） 

旧優生保護法 
補償金等支払等勘定 

（旧優生保護法補償金等支払等業務） 

ハンセン病元患者家族 
補償金支払等勘定 

（ハンセン病元患者家族補償金支払等業務） 

事業収入

77.5%

補助金等

収益

9.6%

運営費交付金収益

8.9%

その他

4.0%

合計

42,947
百万円

退職手当共

済事業収入

53.1%
補助金等

収益

46.4%

運営費交付金収益

0.5%

その他

0.1%

合計

139,894
百万円

心身障害者

扶養保険

事業収入

99.4%

運営費交付金収益

0.5%

その他

0.1%

合計

20,911
百万円

承継債権管

理回収業務

収入

96.5%

その他

3.5%

合計

4,730
百万円

雑収入

99.5%

その他

0.5%

合計

0.5
百万円

交付金収益

97.0%

その他

3.0%

合計

18,751
百万円

交付金収益

97.3%

その他

2.7%

合計

703
百万円

雑収入

89.4%

財務収益

10.5%

年金担保債権管理

回収業務収入

0.0%

合計

35
百万円

その他

0.0%
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なお、この他、機構法第 17 条に基づき厚生労働大臣の認可を受けて、長期借入の

実施及び福祉医療機構債券（以下「機構債」という。）を発行しています。 

    令和 7年度の長期借入等の実績は、福祉医療貸付事業において、長期借入 430,900

百万円の実施及び機構債 20,000 百万円を発行実施しています。 

  ② 自己収入に関する説明 

    中期目標において、「運営費交付金以外の収入の確保」が定められていることから、

機構では、運営費交付金を充当して行う事業について、利用者負担に配慮しつつ、適

切なサービスや料金体系を確保するとともに、福祉医療経営指導事業及び福祉保健

医療情報サービス事業において、事業目的を損なわない範囲で自己収入の確保に努

めています。 

    令和 7年度においては、福祉医療経営指導事業で集団経営指導（セミナー）の受講

料及び個別経営診断指導料などにより 21百万円、福祉保健医療情報サービス事業で

はＷＡＭ ＮＥＴ上のバナー広告の掲載料などにより 3百万円の自己収入を確保して

います。 

 

(7) 民間資金調達の状況 

機構の資金調達は、主に財政融資資金借入金を活用していますが、一時的な資金繰り

の関係などで民間金融機関からの短期借入（以下「民間資金」という。）※1を活用して

いるほか、機構債を発行しており、複数の手段による資金調達を実施しております。 

機構債については、資本市場における投資家ニーズを捉え、令和 3 年度にソーシャ

ルボンド原則適合のセカンドオピニオンを取得し※2、福祉医療貸付事業の実施を通じ

て、福祉の基盤整備や医療サービスの提供の観点から持続可能な社会への貢献につい

て評価いただき、その結果として、地方公共団体や金融機関などの様々な属性の多くの

投資家の皆様から購入いただいております。 

※1 環境に応じた民間資金の活用及び財政融資資金借入との組み合わせの検証を実施していま

す。 

※2 国際資本市場協会（ＩＣＭＡ）が定めるソーシャルボンド原則（ＳＢＰ）に基づくソーシ

ャルボンド・フレームワークを策定し、外部評価機関から機構債がＳＢＰに適合している

旨のセカンドオピニオンを取得しています。 

 

(8) 社会及び環境への配慮等の状況 

   機構の業務における社会への配慮の一環として、育児・介護等との両立支援、ワーク・

ライフ・バランスの推進など、全ての職員が働きやすい職場づくりへの取組に加え、「国

等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」に基づき、障害

者就労施設等からの物品の調達の推進に取り組んでいます。 

   また、環境への配慮についても、「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を策

定し、環境物品等の調達の推進に取り組んでいます。 
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(9) 法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 

機構は、福祉・医療に関する多様な事業を一体的に実施することで得た強みを活かし、

国の政策実現に向けて貢献しています。 

なお、持続的に適正なサービスの提供を可能とする強みや基盤を維持・創出していく

ための源泉である人的資本・知的資本・財務資本・設備資本等については、各事業部門

におけるサービスの持続的提供体制の検証・報告により管理しています。 

また、法人内部に人材を確保するだけでなく、関係機関との連携や外部委託を通じて、

外部の知見を有効活用しているほか、各事業にて運営する各種委員会において外部有

識者を構成員に加え、各事業における業務の質の向上と、国民や外部機関からの信頼確

保に努めています。 

こうした内外の資源を活用しつつ、管理部門が各事業の着実かつ迅速な執行を後押

しすることで、福祉・医療の向上に資する事業運営に取り組んでいます。 

 

① 各事業におけるサービスの持続的提供体制の検証 

機構では、「独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」（平成 29 年 9 月 1 日 

独立行政法人評価制度委員会 会計基準等部会等）を踏まえた財務統制の一環として、

当期総利益など財務の視点からの検証及び人的資本・知的資本・財務資本・設備資本・

組織体制の 5つの視点を踏まえた総合的な検証を行い、ガバナンス委員会においてサ

ービスの持続的提供体制について報告しています。 

各部門において自己検証した現状や中長期見込みを含む内容について、持続的にサ

ービスを提供していくための強みや基盤を維持・創出する観点を踏まえ、理事長から

ヒアリングや必要な指示を受け、各部門の状況について組織全体で情報を共有してい

ます。 

令和 7年度においても、総合的な検証を実施し、サービスの持続的提供体制に懸念

がないことの確認等を行い、継続的に取り組んでいます。 

 

② 管理部門の役割 

各管理部門は、担当する分野における情報収集に関して、外部情報・内部情報を把

握して必要な対応を実施し、機構の活動を後押しする役割を担っています。 

各事業が抱えるリスク・課題に対し、事業部門とは異なる視点・責務（統括部署と

して責任分野を俯瞰する視点、3 線モデル（P21 参照）における第 2 線・第 3 線とし

て期待される役割）から、現場の事務・事業のリスク削減や堅確性の確保に貢献して

います。事業部門及び管理部門との意見交換や経営判断を経て、機構としての新たな

対応を決定します。 
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  7. 業務運営上の課題・リスク及びその対応策   

 

(1) リスク管理の状況 

機構が保有するリスクの管理を適切に行うため「リスク管理方針」を定め、各種リス

クをカテゴリー毎に評価し、リスクを総体的に捉えたうえで統合的リスク管理を行い、

機構業務の健全性を確保することとしています。さらに、各リスクに関する管理規程

等を定め、当該規程等に基づき設置した統括管理責任部署が中心となって各リスクの

特定・評価を行い、理事長、理事及び監事が出席するガバナンス委員会において定期的

に報告しています。 

こうした活動については、組織内のイントラネットを通じて全役職員で認識を共有

するとともに、当該活動の結果を踏まえた関連規程等の見直しを行っています。 

また、内部統制の仕組みについて、「独立行政法人の業務の適正を確保するための体

制等の整備」（平成 26 年 11 月 28 日総務省行政管理局通知）を踏まえ、有効に機能し

ているか点検を実施し、理事長による総括評価を行っています。 

さらに、監査室においては、①監事・監査法人等と連携した三様監査の実施、②「形

式、過去、部分」に金融庁が示す「実質、未来、全体」の視点を加えた監査の実施、③

準拠性・リスクベースの監査に加えて資源配分・事業持続可能性等への取組に係る報

告など、内部統制上重要な役割を果たしています。 

 

＜図 1＞機構におけるリスク管理態勢 
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機構のリスク管理については、各業務の健全性及び適切性の確保を図るため、「3線

モデル（3 Lines Model）」の仕組みを導入しています。 

 

（3 線モデル（3 Lines Model）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

(2) 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

機構の保有する主なリスク及びその対応状況は、以下のとおりです。 

これらの活動はガバナンス委員会へ定期的に報告され、ガバナンス態勢の実効性を

確認するとともに、態勢上の弱点及び課題など改善すべき点の有無並びにその内容を

適切に検証し、必要な見直しを行っています。 

なお、①信用リスク、②市場リスク、③流動性リスクの詳細につきましては、直近の

債券内容説明書をご参照ください。 

 

① 信用リスク 

貸付先の財務状況の悪化等により、貸付債権の価値が減少又は消失することで、

債権の回収が不可能又は困難となり、損失を被る可能性があります。 

そのため、貸付先の信用状態の変化の早期把握に努め、必要に応じて再建計画の

策定を含めた指導・支援を行うとともに、自己査定を踏まえた償却・引当を適切に実

施するなど、信用リスク管理の向上に資する取組を推進しています。 

・ 福祉医療貸付事業については、令和 2 年度以降、運転資金であるコロナ資金や

物価高騰対応資金の取扱いによる無担保債権の増加等、設備資金が主であった従

来の貸付債権の構成から大きく変化しているため、リスクの分析・評価を通じて必

要な対応を実施し、信用リスク分科会（ガバナンス委員会の分科会）において審議

等を行っています。 

 リスク管理債権化した貸付先に対する支援に加え、経営悪化の未然防止の観点

から、リスク管理債権化するおそれのある貸付先の抽出と定期的なモニタリング

を実施しています。また、貸付先の増加に対応する観点から、人員の配置を含めた

組織の見直し及び外部委託の実施等により債権管理体制の強化に取り組んでいま

す。 

・ 心身障害者扶養保険事業については、保険契約者である生命保険会社各社の信

第 1 線：各事業・業務部門の所属長のコントロールのもと、日々の業務で生じるリスクを特定し、現場

におけるリスク管理の内部統制を整備することにより、業務の適切性を確保しています。 

第 2 線：第 1 線のモニタリング・指導を担っており、第 1 線とは独立した管理部門が実施することで牽

制機能を発揮し、業務執行の適切性を堅固にしています。「統合的リスク管理」は企画管理部、

「顧客保護等」は総務部が担っています。 

第 3 線：業務執行の監査機能を担っています。理事長直轄の組織である監査室が、第 1 線の業務執行の

適切性及び第 2 線のモニタリング・指導の有効性を点検・検証するとともに、内部統制がより

有効に機能するために必要な助言等を行います。 
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用状況について、定期的なモニタリングを実施しています。主な項目には、各社の

毎事業年度の決算報告、四半期毎のソルベンシーマージン比率、発行体格付、財務

格付等があります。 
また、それらの情報については、外部有識者からなる「心身障害者扶養保険事業

財務状況検討会」で審議いただき、議事要旨をガバナンス委員会へ報告しています。 

・ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務については、受託金融機関等と密接に連

携し、回収に努めております。貸付債権の 9割超が受託金融機関等による保証（機

関保証）付の債権（転貸法人への貸付及び個人向けの独立行政法人住宅金融支援機

構との併せ貸し等）であり、機関保証のない債権についても、連帯保証人の付保や

不動産担保を徴求する等の債権保全を図っています。 

・ 年金担保債権管理回収業務については、令和 7年 12 月をもって全債権の回収が

終了しております。なお、労災年金担保債権管理回収業務については、令和 8年 3

月 31 日をもって業務を終了しております。 

 
 

② 市場リスク 

社会経済状況の変化及び金利を始めとする様々な市場のリスク・ファクターの変

動により、資産・負債の価値が変動し、損失を被る可能性があります。 

・ 福祉医療貸付事業については、貸付の期間と資金調達の期間構成に不一致が生

じることにより、再調達時に金利が上昇（変動）するリスクがあります。そのため、

ＡＬＭの手法による計測・分析を活用し、資産・負債の期間構成の不一致による金

利変動等のリスクを極小化するよう努めています。 

・ 心身障害者扶養保険事業については、扶養保険資金を国内外の債券及び株式で

運用しているため、価格が変動するリスクがあります。そのため、運用資産の過去

の市場の動向等を把握・分析のうえ、収益とリスクを考慮した「基本ポートフォリ

オの構成割合」を決定し、必要に応じてリバランス等の措置を講じ、運用での損失

リスクの抑制を図っています。 

また、運用状況については、外部有識者からなる「心身障害者扶養保険資産運用

委員会」で審議いただき、議事要旨をガバナンス委員会へ報告しています。 

 

③ 流動性リスク 

市場環境変化及び想定外の貸付実行や回収遅延等により、必要な資金確保が困難

になり、資金繰りがつかなくなる場合や、通常よりも著しく高い金利での資金調達を

余儀なくされることで、損失を被る可能性があります。 

・ 福祉医療貸付事業では、資金不足が生じないよう、日々の貸付実行・回収の予定

を精査し、その他の事業においても資金繰りを厳正に管理しております。なお、福

祉医療貸付事業に係る資金調達については、財政融資資金借入及び債券発行とい
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った長期的かつ安定的な調達手段に加えて、複数の民間金融機関からの短期借入

金を活用しております。債券発行にあたっては、適切な発行条件で資金調達できる

よう、起債動向及び市場環境の把握に努めています。 

・ 心身障害者扶養保険事業については、生命保険会社から支払われる保険金及び

国や地方公共団体が納付する特例保険金の収入予定額及び年金給付保険金の支出

予定額等を把握し、資金繰りを管理する中、遅滞なく年金給付保険金の支払いがで

きるよう、必要に応じて長期運用資産の一部を短期資産に振り替えています。 

・ 各事業の余裕金の運用にあたっては、運用先金融機関の財務状況や格付状況等に

ついて定期的に確認するとともに、特定の金融機関に過度に運用資産が集中しな

いようリスクの軽減を図るための措置を講じています。 

 

④ システムリスク 

コンピュータシステムのダウン又は誤作動等のシステム不備、コンピュータの不

正使用及び外部からの不正アクセス等により、損失を被る可能性があります。 

そのため、基幹システムの改善・入替については、十分な検証時間を確保すべく、

着実・迅速に計画を履行するとともに、システム、データ、ネットワーク及び関連機

器等に関するセキュリティの管理並びにデータ保護、データ不正使用防止、ウイルス

等不正プログラムの侵入及び外部者による情報窃取の防止等の措置を講じています。 

さらに、情報セキュリティ対策として、情報管理担当部署による情報セキュリティ

インシデント対処に関する厚生労働省との連携訓練（ＣＳＩＲＴ連携）の実施や全役

職員向けに情報セキュリティ研修を実施するなど、サイバー攻撃への防御力及び対

応能力の強化に努めています。加えて、在宅勤務でのシステム接続、Ｗｅｂ会議の開

催におけるセキュリティにも注意を払っています。 

また、委託業者やデータセンターと連携した災害時対応訓練を実施することで、外

部委託先を含めた対応力の強化を図るとともに、情報漏えいやデータ改ざん等につ

ながる情報システムの脆弱性の有無を確認する脆弱性診断の実施やクラウド・バイ・

デフォルト原則に基づくＩＳＭＡＰ準拠対応等を推進することで、セキュリティ対

策の高度化に努めています 

 

 

⑤ 事務リスク等 

役職員等及び外部委託先が、正確な事務を怠ること又は事故・不正を起こすこと等

により、損失を被る可能性があります。 

そのため、業務手順及びマニュアルの整備、再鑑・チェック体制の徹底、業務処理

状況の定期的な点検、システム化の推進、各担当者に対する研修等を通じて、適切な

業務の遂行に努めています。また、各事業部門とは独立した管理部門において、適時

性・適切性に重点を置いたモニタリング・指導を実施しており、牽制機能が発揮され

る態勢を整備しています。 
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⑥ その他のリスク 

・ 法令等遵守 

コンプライアンスについての解説及び違法行為を発見した場合の対処方法等

を網羅した「コンプライアンス・マニュアル」を定めています。また、年度毎に

コンプライアンスを充実、強化するための具体的な実践計画である「コンプライ

アンス・プログラム」を定め、研修等を通じて役職員に周知するなど、法令等遵

守に関する取組を推進しています。 

 令和 7 年度においては、昨年度に引き続き 11 月を「コンプライアンス強化月

間」として位置づけ、全役職員を対象としたコンプライアンス研修の実施やコン

プライアンスカードの配布等の取り組みを継続するとともに、新たな取組として、

顧問弁護士を講師に迎え、公益通報者保護法の改正及び内部通報制度をテーマと

した特別研修会を実施しました。 

・ 顧客保護等（金融円滑化含む） 

顧客に対する説明及び情報提供、顧客からの相談要望及び苦情対応、顧客情報

の漏えいの防止等の情報管理を柱とした「顧客保護等管理方針」及び関連規程等

を定め、顧客保護等の管理を適切に行うための取組を推進しています。 

また、貸付業務及び債権管理業務において、顧客に対して必要な資金を供給し

ていくために「金融円滑化管理規程」を定め、金融円滑化の適切な管理について

の取組を推進しています。  
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  8. 業績の適正な評価の前提情報   

機構では「福祉の増進並びに医療の普及及び向上」を図ることを目的として、福祉・

医療に関する 11事業を実施しております。それぞれの事業は、福祉・医療の担い手や支

援者である事業者を対象とする事業、制度の利用者である個人等を対象とする事業と、

事業者と利用者双方への支援等を行う事業に分けられ、事業の実施や支援・関与の形態

は異なりますが、いずれも「福祉の増進並びに医療の普及及び向上」につながる重要な

業務として、国の政策目的の実現に貢献しています。 

(1) 福祉医療貸付事業 

福祉・医療基盤の整備と財務リスク・負担の軽減 

  社会福祉施設及び医療施設等に対して、施設整備をする際に必要となる建築資金等に

ついて「長期・固定・低利」の融資を行うことにより、福祉・医療基盤の維持・向上を

図っています。 

  また、政策融資の特性を生かして、貸付先の経営を安定させ、国民の福祉医療に対す

る安心の確保に貢献しています。 

＜図 1＞事業のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 2＞政策融資による重要施策への貢献 
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融資にあたっては、福祉・医療事業者団体や地方公共団体と連携を図り、民間事業者

や各地域のニーズ・課題を把握しつつ、国の政策を踏まえた優遇条件を設定して政策実

現を後押しするとともに、災害や金融環境変化等の緊急時には、資金需要に迅速かつ機

動的に対応しています。 

また、福祉・医療基盤の経営の安定を確保する観点から、事業者が民間金融機関から

の資金調達を円滑に行えるよう、民間金融機関との協調融資の利用促進にも積極的に取

り組んでいます。 

  さらに、融資実行後から貸付金完済までの期中管理として、貸付先から事業報告書の

提出を受け財務状況等の把握による定期的なモニタリングを行うとともに、個別に注視

が必要なリスク管理債権化するおそれのある貸付先をフォローアップ先として抽出し、

面談等により経営改善のアドバイス等を実施するほか、令和 7年度には初期延滞債権の

管理体制強化のため収納課を新設するなど、貸付先の経営悪化の未然防止の取組を実施

しています。 

令和 7 年度においても、借入申込書のホームページからのダウンロードやＷｅｂ面談

による融資相談の実施、借入者との手続きにおいてセキュリティ性の高いＷＡＭ ＮＥ

Ｔ掲示板の利用、動画配信による事業説明など､デジタル活用により借入者の利便性の

向上を引き続き図っています。 

 

 (2) 福祉医療経営指導事業 

福祉医療施設の経営の効率化と安定化を支援 

  社会福祉施設及び医療施設等の経営者や地方公共団体、福祉医療関係団体等に対して、

福祉・医療をテーマとした各種調査やレポートを公表する「リサーチ」、最新の政策動向

や先駆的な取組事例等を情報提供する「セミナー」、各施設が抱える課題の解決を支援す

る「コンサルティング」の 3 つの業務を通じて、施設経営の効率化・安定化を支援して

います。 

 

＜図 1＞事業のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構では、福祉医療貸付事業の貸付先から毎年度ご提出いただく事業報告書（財務諸

表等）に基づき、各種法人・施設の経営状況を分析しています。その分析結果を機構に

蓄積している知見と併せて、広く全国の福祉医療施設向けに発信しています。 

本事業は、「福祉医療施設の経営の安定」を目的として、高齢者・児童・障害者を含め
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た国民全体に対する福祉・医療サービスの安定的提供に寄与しています。 

貸付先からご提出いただく事業報告書等については、ＷＡＭ ＮＥＴ基盤の高度なセ

キュリティ環境で構築した「事業報告書等電子報告システム」を活用し、約 3 万 6千件

（令和 6 年度末）の貸付先に対して、安全にご提出いただける環境を提供しています。 

なお、令和 7 年度から新たに社会福祉法人合併支援業務を開始しました。社会福祉法

人合併支援業務は、合併を希望する社会福祉法人から情報の登録を受け付け、希望する

条件に合致する法人同士を引き合わせるなどの支援を実施するものです。 

 

 

＜図 2＞ 福祉医療経営指導事業の取組 
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(3) 社会福祉振興助成事業 

民間福祉活動への助成を通じた公的制度の狭間にある課題の軽減 

  国の政策に連動した助成テーマを設定し、高齢者・障害者等が地域のつながりの中で

自立した生活を送り、また、こどもたちが健やかに安心して成長できる地域共生社会の

実現に向けて、ＮＰＯやボランティア団体などが行う民間福祉活動に対する助成を行い、

民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活動を支援するとともに、団体の

ガバナンス強化の支援等も実施しています。 

さらに令和 7 年度は、補正予算により、物価高騰の影響下において、より一層困難な

状況にある生活困窮者、ひきこもり状態にある者及び生活困窮家庭のこども等の支援に

係る民間団体活動に対する助成を実施しています。 

また、助成先の選定・事業評価については、外部有識者と連携し、ＮＰＯ等民間団体

の活動状況や事業運営に係る外部の知見も活用しております。 

なお、助成の応募や期間中の手続き等については、電子化を図るとともに、助成事業

の成果普及の取組として助成事業実績を閲覧できる e-ライブラリーの拡充のほか、 

ＷＡＭ助成シンポジウムの動画配信を行うなど、利便性の向上を図っています。 

＜図 1＞事業のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉振興助成事業は、様々な公的制度の対応が十分に行き届かない社会福祉領域

の制度の狭間にある課題に対し、柔軟に対応するＮＰＯ等の市民活動を助成により支援

しています。＜図 2 参照＞ 

＜図 2＞制度の狭間への支援（イメージ）    
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(4) 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

全ての利用者への一元的かつ正確な福祉保健医療情報の提供 

 ＷＡＭ ＮＥＴは、福祉・保健・医療に関する制度や施策、その取組状況等の各種情報

を幅広く提供することにより、福祉と医療の利用者や関係者を支援する総合情報提供サ

イトです。運用にあたっては、福祉医療分野に係る政策や事業運営等に係る知見を有す

る外部有識者からなるＷＡＭ ＮＥＴ事業推進専門委員会において意見の聴取、課題の

共有やモニタリング等を行っています。 

 また、機構の各事業の事務効率化や情報セキュリティ確保等をＩＣＴ活用によって支

援するため、国の進める「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和 7 年 6 月閣議決

定）を踏まえ、ＷＡＭ ＮＥＴ基盤の更なる活用を推進しています。 

＜図 1＞事業のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 2＞ＷＡＭ ＮＥＴの特徴 

 

近年では、独立行政法人という公的な主体が運営する信用力を活かし、国の施策に基

づく「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」、「障害福祉サービス等情報公表シ

ステム」、「子ども・子育て支援情報公表システム」及び「災害時情報共有システム」を

管理・運営し、福祉や医療の利用者や関係者に対して一元的かつ正確な情報を提供して

います。 

令和 6 年度より、医療法人の経営情報の収集及び「医療法人経営情報データベースシ

ステム（ＭＣＤＢ）」を管理・運営し、令和 7年度には、医療法人の経営状況の把握・分

析・公表等を行っており、国の政策立案にも活用されています。 
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 さらに、障害福祉施設、保育所等の継続的な経営情報の見える化への対応として、令

和 7 年度に「障害福祉サービス等情報公表システム」及び「子ども・子育て支援情報公

表システム」の改修を実施し、経営情報等の把握及び公表に向けた対応を行っておりま

す。 

＜図 3＞「医療法人経営情報データベースシステム（ＭＣＤＢ）」の概要 

 

このほか、令和 5 年度より、国が利用を推進する「ケアプランデータ連携システム」

の普及促進に資するため、同システムを運営する国民健康保険中央会及び厚生労働省と

連携し、同システムを利用する事業所を地図上やリストで閲覧できる「ケアプランデー

タ連携システム利用状況」コンテンツを開設しております。令和 7年度には、システム

ライセンス料が 1 年間無料となるフリーパスキャンペーンのＰＲを行うなど、コンテン

ツの充実を図りました。 

＜図 4＞「ケアプランデータ連携システム利用状況」コンテンツの概要 
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また、新たなコンテンツの追加については、以下のとおりです。 

・一般の方や事業者向けに、厚生労働省と連携して「育児・介護休業法 令和 7 年（2025

年）改正のポイント」を創設し、子育て・介護の両立支援の情報を提供 

・国民健康保険中央会及び厚生労働省と連携して「介護情報基盤ポータル」を紹介し、

国が利用推進する「介護情報基盤」の普及を促進 

ＷＡＭ ＮＥＴでは、主なユーザーである福祉医療事業者、行政機関に加え、福祉医療

サービスの利用者（制度の直接の受益者である児童、高齢者、障害者、医療の利用者及

びその家族等）への情報提供に注力するとともに、より多くの方に利用いただけるよう、

SNS（X、インスタグラム）やメールマガジンを活用した情報発信を行っています。 

  また、利用者からのアクセスにおいて、主体認証、暗号化通信等で高い情報セキュリ

ティを確保したセキュアなネットワークを活用したサービスを提供することで、安心か

つ安全なシステム利用を実現しています。この高度な情報セキュリティを確保した  

ＷＡＭ ＮＥＴ基盤において、各事業に係る手続きのオンライン化を進めており、デジタ

ル・ガバメントの推進に大きく貢献しています。 

＜図 5＞ＷＡＭ ＮＥＴ基盤を活用したデジタル・ガバメントの推進 
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(5) 退職手当共済事業 

福祉施設職員の処遇向上と人材の確保・定着に貢献 

  社会福祉法人が経営する社会福祉施設等を退職された方に退職手当金を支給する退

職手当共済制度を安定的に運営することにより、処遇の向上を通じて施設に従事する人

材の確保と定着に貢献しています。 

  本事業は、社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づき運営されており、退職手当金

の支給財源は、共済契約者（施設経営者）、国、都道府県の三者が負担し、職員個人の負

担が生じないことが特徴です。 

  なお、災害等の影響により、掛金の期限内の納付が困難な場合において、共済契約者

から申請があったものについては、内容を審査のうえ、5 月末の納付期限の延長などを

行うことによって、福祉施設の経営を支援しています。 

＜図 1＞事業のスキーム 

 

 

 

 

 

 

福祉業界における担い手の不足が続く中、退職手当共済制度の運営により、社会福祉

施設等における職員の定着に大きく貢献することで、喫緊の政策課題である、介護離職

防止、子育て環境の整備、待機児童ゼロを支える福祉人材の確保・安定化にも寄与して

います。 
また、令和 7年 1 月から「退職手当共済システム」の運用を開始し、全国約 1.7 万法

人の退職手当共済事務に係る全手続きのオンライン化を行いました。その結果、退職手

当金請求に係るシステムの利用率は 90.9%となり、従来の申請に比べて手続きにかかる

時間が短縮されるなど、利用者の利便性向上と機構の業務効率化につながっています。 
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(6) 心身障害者扶養保険事業 

障害者福祉の増進、保護者の不安軽減及び障害児・者の自立支援 

各都道府県・指定都市が条例に基づき実施している「心身障害者扶養共済制度」※にお

いて、都道府県・指定都市が加入者に対して負う責任を機構が一元的に再保険する事業

です。 

全国的な規模で機構が再保険することにより、加入者の住所異動時における継続加入

や年金資産の効率的な運用を実現し、制度を安定的に実施しています。 

※心身障害者扶養共済制度 

障害のある方を扶養している保護者が、毎月、一定の掛金を納めることにより、加入者（保

護者）に万一のことがあったとき、障害のある方に終身一定額の年金を支給する任意加入の

制度です。保護者が抱く不安の軽減を図り、障害のある方の生活の安定の一助と福祉の増進

を目的としています。 

＜図 1＞事業のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、心身障害者及びその保護者に必要な情報が行きわたるよう、国、地方公共団体

及び関係団体等との連携・協力による周知・広報活動を実施しています。令和 7 年度に

おいては、ＷＡＭ ＮＥＴ会員向けメールマガジンの活用の他、関係団体のメールマガジ

ンや機関誌等に制度を紹介する動画の QR コードや URL の掲載を依頼するなど、デジタ

ルを活用した制度案内を実施しています。加えて障害福祉サービス事業所や地方公共団

体への訪問などを通じ、新規加入者の確保に向けた取り組みも行っています。 
＜図 2＞安定的な業務運営の取組 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

扶養保険事業

【心身障害者扶養保険事業に関する検討会】

有識者等を構成員とし、財務状況や保険料水準等、

幅広い観点から検討（直近ではR4年度に3回開催）

（少なくとも5年ごとに国が開催）

【財務状況検討会】 【資産運用委員会】

有識者等を構成員とし、扶養保険事業

に関する財務状況の分析及び将来予測

の検証、また生命保険契約先各社の決

算状況及び保険資産の運用実績の検証

を実施（年1回WAMが開催）

外部専門家を構成員とし、年金資産運

用の基本ポートフォリオ策定・見直し

等を実施（年1回以上WAMが開催）
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(7) 承継年金住宅融資等債権管理回収業務 

公的融資としてのきめ細かな対応の継続と国の年金財政への貢献 

  旧年金福祉事業団等が年金を財源として貸付を行った住宅取得等の資金（平成 17年 1

月末をもって申込受付終了）に係る債権の管理回収を行っています。機構は、平成 18 年

4 月に旧年金資金運用基金より当該貸付債権を承継しており、当該債権の回収が終了す

るまでの間、業務を実施します。 

＜図 1＞事業のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 年金担保債権管理回収業務 及び (9) 労災年金担保債権管理回収業務 

業務終了に向けての適切な措置 

  年金受給者に対して、その年金受給権を担保として、医療費等の一時的に必要な小口

資金融資を行ってきましたが、「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改

正する法律」（令和 2 年 5 月成立）に基づき、令和 3 年度末に申込の受付を終了しまし

た。その後は貸付金の管理回収を行っていましたが、年金担保債権管理回収業務につい

ては令和 7 年 12 月をもって全債権の回収が終了したため、以降は業務の終了に向けて

適切な措置を講じてまいります。 

    なお、労災年金担保債権管理回収業務については、令和 8 年 3 月 31 日をもって業務

を終了しております。 
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 (10) 旧優生保護法補償金等支払等業務及び (11) ハンセン病元患者家族補償金支払等

業務 

旧優生保護法補償金等及びハンセン病元患者家族補償金の迅速な支払いによる国民福

祉の増進 

  令和元年度より、国からの委託を受けて、旧優生保護法に基づく優生手術等を受け

た方に対する一時金及びハンセン病元患者家族に対する補償金の支払いを行っていま

す。 

  当該業務の実施にあたっては、個人情報の取扱いに特に配慮する必要があるため、

国との間で行われる支払データの授受においては、セキュリティの高いＷＡＭ ＮＥＴ基

盤を利用しています。 

  なお、令和 6 年度に「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償

金等の支給等に関する法律」が公布されたことに伴い、旧優生保護法に基づく優生手

術等を受けた方に対する一時金に加え、新たに、同手術等を受けた方等に対する補償

金や人工妊娠中絶に伴う一時金も、機構の支払業務の対象に追加しております。 

また、一時金及び補償金の請求は、令和元年の法律の施行日より 5 年以内とされて

いましたが、令和 6 年度に改正法が成立したことにより、請求期限はさらに 5 年延長

されました。 

  

＜図 1＞事業のスキーム（旧優生保護法補償金等支払等業務） 

 

＜図 2＞事業のスキーム（ハンセン病元患者家族補償金支払等業務） 
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  9. 業務の成果と使用した資源との対比   

 

(1) 当事業年度の主な業務成果・業務実績 

当事業年度の主な業務成果・業務実績については、次に示すとおりです。機構が実

施する各事業のアウトカム（社会に及ぼす効果）も併せて記載しており、これは通則

法の目的である「国民生活の安定」と「社会経済の健全な発展」への貢献であると位

置づけられています。 

なお、アウトカムについては、機構の毎年の事業活動の累積が社会基盤となり、そ

の基盤の総体として、社会に対しての効果を生み出しており、極めて長い時間軸で実

施されるものであるため、過去の業務の結果として当該事業年度までに実現したアウ

トカムを記載しています。 

 

＜図 1＞ 機構の各事業が「社会に及ぼす効果（アウトカム）」について 
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 ① 福祉医療貸付事業～施設の整備及び安定経営への貢献～ 

令和 7 年度においては、引き続き国及び地方公共団体の福祉医療政策と緊密に連

携し、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進する施設整備や保育政策の

新たな方向性の実現に向けた地域のニーズに応じた保育提供体制の確保への対応な

ど、政策優先度に即した政策融資を実施しました。 

また、令和 6 年 12 月より開始している物価高騰対応資金については、令和 7 年 4

月より無利子期間や無担保限度額等の条件を拡充し、物価高騰の影響による費用の

増加等に伴い、収支差額の減少や経常赤字の状況にある施設・事業に対する融資を実

施しています。加えて、令和 7 年 12 月にはさらに限度額や融資対象施設の拡充を行

っています。この結果、令和 7 年度の審査実績は 4,560 件、255,938 百万円、貸付契

約額は 250,394 百万円、資金交付額は 244,898 百万円となりました。 

 その他、地域に必要な医療機能を有する病院を開設していながら、債務超過などの

財務状況の悪化を理由に、民間金融機関から必要な支援を受けづらくなっている医

療法人等に対して、令和 8 年 3 月より経営資本強化資金（資本性劣後ローン）の融

資を開始しております。 

＜グラフ 1＞貸付残高の推移（福祉・医療別）     ＜グラフ 2＞施設種類別残高（福祉・医療別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉医療貸付事業は「長期・固定・低利」で融資することにより、福祉医療事業者

の財務負担を軽減し、経営の安定化を図るとともに、必要な施設整備を促進すると

いう効果を有しています。 
その成果については、融資の件数や金額といったアウトプットで表されるととも

に、これらに伴い政策融資の受け手である福祉・医療事業者、ひいては最終的な受益

者である国民にとって、具体的にどのような効果や影響が及んでいるのか（アウト

カム）をイメージしていただくことが重要と考えています。 
こうした観点から、機構の活動による福祉・医療基盤への効果や影響の度合いを

表す一つの参考値として、融資を受けている貸付先が経営する全ての定員数・病床

数とともに、これらの福祉医療体制の全体に占める割合（以下「機構融資関与率」と

いう。）を以下に示すものです。 
なお、その算出にあたり、融資の直接の対象となった施設の定員数・病床数ではな

く、当該貸付先（法人・個人）が経営する全ての施設の定員数・病床数を使用してい

ます。これは、機構の融資が貸付先全体の経営の安定化に寄与しているという点を

※貸付残高には、「新型コロナウイルス対応支援資金」を含む。 

（令和 7 年度末） 

 

 

高齢者施設

1兆7,178億円

児童施設

4,674億円

障害者施設

2,759憶円

その他施設

222憶円

福祉貸付

2兆4,834億円

病院

1兆8,800億円

介護老人保健施設

2,480億円

診療所等

6,071億円

医療貸付

2兆7,350億円

(兆円) 
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考慮したものです。 
（注） 以下ａ～ｄにおける「機構融資関与率」の算出根拠となるデータは、令和 6 年

度末時点で融資残高のある貸付先から提出された「事業報告書」から抽出してお

り、上記の考え方に基づき、「貸付先が経営する全施設の定員数の合計」を分子

として計算しています。 

したがって、①機構が直接融資を行った施設の定員数・病床数のみを反映した

ものではありません。また、②過去に機構が融資を行ったものの、令和 6年度末

時点で融資残高のない貸付先については反映されていませんので、その点にご

留意ください。 

なお、分母については、国の統計調査から引用しています。 

 

a. 介護施設：機構の融資対象である主要な高齢者向け施設の定員数は全国でおよそ

127 万人で、その中で最も定員数の多い特別養護老人ホームに対する機構融資関

与率は、73％となっています。 

＜グラフ 4 参照＞ 

＜グラフ 3＞高齢者施設の定員数 

 

 

（1 万人単位未満は四捨五入して表示） 

＜グラフ 4＞機構融資関与率(注) 

（高齢者施設の定員数） 

 

※ 各施設の定員総数は『令和 6 年 介護サービス施設・事業所調査』（厚生労働省）より。 
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b. 保育施設：就学前児童数 472 万人の約半数が、保育所等施設を利用しています。 

             うち、機構融資関与率は 33％となっています。＜グラフ 6 参照＞ 

＜グラフ 5＞保育所等「施設利用者」

の就学前児童数に占める割合 

 

＜グラフ 6＞機構融資関与率(注) 

（保育所の定員数） 

 

※『保育所等関連状況取りまとめ(令和 7

年 4 月 1 日)』（こども家庭庁）より。 

※ 就学前児童数は『統計トピックス No.145（令和 7 年 5 月 4 日）』

（総務省統計局）より。 

c.  障害者施設：障害のある方

は全国に 1,153 万人で、

生活介護事業に対する機

構融資関与率は 42％、共

同生活援助や障害者支援

施設に対する機構融資関

与率は 30％程度となって

います。＜グラフ 9 参照＞ 

 

 
 

 

 

＜グラフ 7＞障害児・者の概況 

 

＜グラフ 8＞障害者施設の定員数 

 

＜グラフ 9＞機構融資関与率(注)  

（障害者施設の定員数） 

 

※『令和 7 年 障害者白書』（内閣府）より。

※ 各施設の定員総数は『令和 6 年 社会福祉施設等調査』（厚生労働省）より。
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d. 医療施設：全国の病院の病床

は計 147 万床あり、それに

対する機構融資関与率は

33％となっています。＜グラ

フ 10 参照＞ 

 
 

＜グラフ 10＞機構融資関与率(注) 

（病院の病床数） 

 

 

 

  医療貸付では、地域の病床等の医療資源の多寡に応じて貸付利率の優遇内容等が異な

り、これにより政策に整合する医療提供体制の整備を支援しています。 

  また、地域医療構想に適合する病床機能の分化及び連携※に係る整備や、病院の耐震 

化をはじめとする防災・減災等に係る整備については、融資率や貸付利率の優遇により、

整備等を促進しています。 

 なお、2027 年度以降開始予定の「新たな地域医療構想」において推進される、地域ご

との医療機関機能及び広域な観点の医療機関機能の確保に向けた取組に係る整備等につい

ても、国と連携のうえ必要な融資条件の見直し等によって、促進してまいります。 

※  今後の人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化や労働人口の減少を見据え、質の高い医療

を効率的に提供できる体制を構築する観点から、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関

する法律に基づき、各都道府県は「地域医療構想」に則した整備を進めております。地域の医療需要・

病床の必要量を踏まえて、地域医療構想調整会議での議論・調整を経て、病床数、医療機能（高度急性

期・急性期・回復期・慢性期）の分化・連携を進めていくこととされています。 

  

※ 病床数は『令和 7 年 医療施設調査』（厚生労働省）より。 
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②  福祉医療経営指導事業～経営の安定への貢献～ 

   令和 7 年度においては、次のような取組により福祉医療施設の経営を支援してい

ます。リサーチレポートについては、施設・法人の経営状況に加えて、病院、特別養

護老人ホーム及び保育所の人材確保に関する調査結果や、福祉・医療施設の建設費

などを公表しました。また、経営動向調査では通常の調査項目に加え、上半期の経営

状況等に関する調査を実施し、分析のうえ公表しました。 

また、セミナーについては、地域医療構想における医療機能の分担と連携の実践、

2040 年を見据えた社会福祉法人経営の方向性など、幅広い視点に立ったテーマを設

定し情報提供を実施しています。 

 

 

さらに、コンサルティングについては、書面による経営診断や訪問を伴う経営分

析プログラム等を実施し、個々の事業者・施設が抱える課題の解決に向けた取組を

支援しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【リサーチレポート】  令和 7 年度実績：17 件（施設別経営状況 13 件、アンケート等 4 件） 

対象のサービス・法人（例） 

＜高齢者福祉サービス＞・特別養護老人ホーム ・ケアハウス 

＜医療系サービス＞  ・病院 ・介護老人保健施設 ・介護医療院 

＜児童福祉サービス＞ ・保育所及び認定こども園  

＜障害福祉サービス＞ ・日中活動系障害福サービス、児童系障害福祉サービス 

＜法人＞       ・社会福祉法人 ・医療法人 

【経営動向調査（WAM 短観）】  令和 7 年度実績：8 回（社会福祉法人 4 回、病院 4 回） 

四半期毎に、法人・施設の経営や福祉医療政策の適切な運営に資するため、モニターとなっている

福祉医療施設に対し、収益、稼働率、雇用の状況等を調査し、集計・分析結果を DI 値として公表 

【セミナー】 

令和 7 年度実績：11,736 件（オンラインセミナーログイン数 11,581 件、集合開催 155 人） 

主なセミナーテーマ 

・社会福祉法人会計実務セミナー ・高齢者施設経営セミナー 

・中小病院経営セミナー ・子ども・子育て支援事業経営セミナー 

・地域包括ケア時代の病院経営セミナー ・障害者就労支援・経営セミナー 等 
 

【コンサルティング】  令和 7 年度実績：423 件（経営診断 414 件、経営分析プログラム等 9 件） 

主なコンサルティングメニュー 

＜経営診断＞ 

福祉医療貸付事業の貸付先の財務データ等を活用し、法人・施設の収支・財務状況を同種の施

設と比較した診断結果を提示 

＜経営分析プログラム＞ 

施設の経営状況について、同種同規模等の類似する優良施設の個別データと、財務収支状況や

機能性等を比較することにより、改善すべき課題を抽出し、改善策を提示 

＜人事給与分析プログラム＞ 

機構保有データを活用し、法人の給与データ・規程分析等を実施し、人事給与の観点から改善

すべき事項を提示 

等 
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 ③ 社会福祉振興助成事業～ＮＰＯ等の市民活動への貢献～ 

 令和 7 年度においては、社会福祉の振興に資する創意工夫ある事業や地域の様々

な福祉ニーズに対応した地域に密着した事業 115 件に対し、6 億 600 万円の助成を

行いました。事業開始以降、約 15,000 件、約 800 億円の助成を行っています。＜グ

ラフ 1 参照＞ 

＜グラフ 1＞助成金額・件数の累計                  ＜グラフ 2＞分野別の採択件数割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

～社会資源の有効活用への貢献～ 

 ＷＡＭ ＮＥＴ事業は、介護、児童福祉、障害者福祉、医療に関する「全ての利用

者に対する一元的かつ正確な情報」の提供により、社会資源が、より有効に活用され

ることに貢献しており、多くの方々にご利用いただいております。 

 令和 7 年度においては、国の施策

に基づき、3 つの情報公表システム

（財務諸表等電子開示システム、障

害福祉サービス等情報公表システ

ム、子ども・子育て支援情報システ

ム）を安定的かつ効率的に運用・管理

するなど、全ての利用者が正確な情

報を一元的に入手できる環境を整備

しています。＜グラフ 1・2 参照＞ 

 

【令和 6 年度助成事業の事後評価結果】 

・ 支援対象者数：延べ 793,213 人 

・ 支援対象者の満足度：97.3％（うち最高評価 68.0%） 

・ 新たなネットワーク（他団体・行政機関等との連携）を構築した団体割合：95.3% 

・ マスコミに取り上げられた団体割合：67.0％ 

※ 令和 6 年度に助成した団体に対する事後評価を令和 7 年度に実施 

（補正予算・予備費分は含まず） 

※ヒット件数は増加傾向にあり、令和７年度は約４億２千万件となりました。 

＜グラフ 1＞ＷＡＭ ＮＥＴ利用状況（年間ヒット件数） 
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   なお、医療法人経営情報データベースシステム（ＭＣＤＢ）においては、経営情報

のデータを収集し、分析結果（法人単位・施設単位）の公表を行いました。 

さらに、令和 7 年度に発生した災害（地震、大雨、台風等）では「災害時情報共有

システム」を稼働しており、児童福祉施設等や障害者支援施設等に係る被災情報の

報告や集約に活用されています。 

 

 ⑤ 退職手当共済事業～福祉施設の人材の確保・定着への貢献～ 

   令和 7 年度は 82,574 人に総額 1,452 億円の退職手当金を支給しました。令和 7年

4 月 1 日時点の加入職員数は 882,826 人となりました。＜グラフ 1・2 参照＞ 

 

＜グラフ 1＞支給件数及び支給金額の推移         ＜グラフ 2＞加入職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜グラフ 2＞国の施策に基づく情報システムのヒット件数 

財務諸表等電子開示システム 
障害福祉サービス等 

情報公表システム 

子ども・子育て支援 

情報公表システム 
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15.0 15.4
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11.1 11.3 10.9 

8
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本共済加入職員の離職率

全産業の離職率

3.3％保育所・

幼保連携型認定こども園

38％

障害福祉サービス事業等

23％

特別養護老人ホーム

19％

老人デイサービス

4％

その他

16%

総計

88.3万人
（R7.4.1時点）

加入施設

71%

未加入施設

29%

退職手当共済事業は、福祉施設の人材の確保・定着に資する退職手当共済制度を、

介護、児童、障害等の各福祉分野の施設に提供しており、本制度加入者の離職率は全

産業の離職率よりも低い水準を維持しています。＜グラフ 3・4 参照＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、主な施設の本制度への加入率は、特別養護老人ホームでは 71％、保育所等

では 52％となっており、退職手当共済制度に加入している施設の割合は高い水準と

なっています。＜グラフ 5・6 参照＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 全産業は、厚生労働省「雇用動向調査」を基に機構作成 
※ 雇用動向調査：調査対象に関して、労働時間の条件はない。 

退職手当共済：雇用期間を定めて雇用される職員で、労働時間が就業規則で 
定める正規職員の所定労働時間の 3 分の 2 未満の者を 
含まないなど、退職手当共済の加入要件を満たす職員に限る。 

※ 離職率は、次の方法により算出している。 
<全産業の離職率>  離職者数 ÷ 1 月 1 日現在の常用労働者数 
<本共済加入職員の離職率>  退職者数 ÷ 加入職員数 

退職手当共済制度の
加入者は低い離職率

を維持しています。 

※ 特別養護老人ホームは厚生労働省『令和 6 年介護サービス施設・事業所調査』、保育所等はこども家庭庁
『保育所等関連状況とりまとめ（令和 7年 4 月 1日）』を基に次の方法により算出している。 

退職手当共済事業加入施設数 ÷ 全国の施設数 
※ 保育所等は保育所及び幼保連携型認定こども園を指す。 

＜グラフ 4＞全産業及び 
制度加入職員の離職率 

＜グラフ 5＞特別養護老人ホームの加入率 ＜グラフ 6＞保育所等の加入率 

＜グラフ 3＞制度加入職員数の 
施設種類別内訳 

加入施設

52%

未加入施設

48%
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 ⑥ 心身障害者扶養保険事業 

 令和 7年度の新規加入者は 1,093 人で、これに前年度からの継続分 53,058 人を加

え、任意脱退及び死亡等により年金受給者となった異動者 2,745 人を差し引くと、

令和 7 年度末の加入者は 51,406 人となりました。国・地方公共団体等と協力して周

知・広報活動に取り組むことで、新規加入者は近年 1,000 人超で推移しています。 

   また、令和 7 年度における保険金の決定状況は、新規支払決定者 2,078 人、死亡・ 

障害保険金額 69億 4,760 万円であり、年金給付保険金の支払い状況は、年度末受給 

者 59,100 人、年金支給額 144 億 930 万円となりました。＜グラフ 1・2 参照＞ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑦ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務～年金給付財源への貢献～ 

   回収金は定期的に国庫に納付しており、年金給付の財源として活用されています。 

業務承継時に 3.7 兆円、70.9 万件あった融資残高は、令和 7 年度末には 1,104 億

円、5.8 万件まで減少しており、累計約 4兆 4,126 円の住宅ローン等の元利金を回収

することにより、国の年金制度運営に貢献しています。 

＜図 1＞回収金国庫納付スキーム 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

①  受給者数、年金給付金はほぼ同水準で推移しています。 

② 平成 8 年の保険料改定を契機に加入者数は減少傾向にありますが、国及び地方公共団体等と協力し、周知・広報活動に取り組み、  

近年新規加入者が増加傾向にあります。 

年金受給者 

国 

（年金特別会計） 
※基礎年金の 1/2 は国庫負担 

 
福祉医療機構 

国庫納付 年金給付 

保険料 

被保険者 

年金受給者への 

給付財源に貢献 

（四半期毎） 

＜グラフ 2＞年金給付金の推移 ＜グラフ 1＞加入者数、受給者数の推移 
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 ⑧ 年金担保債権管理回収業務及び労災年金担保債権管理回収業務 

   令和 7年度の年金担保債権管理回収業務は令和7年 12月に全債権の回収が終了し

ております。 

また、労災年金担保債権管理回収業務については、令和 8年 3月 31 日をもって業

務を終了しております。 

 

 

 ⑨ 旧優生保護法補償金等支払等業務及びハンセン病元患者家族補償金支払等業務 

    旧優生保護法補償金等及びハンセン病元患者家族補償金については、認定審査の

結果、認定された方に対し、補償金及び一時金等の支払いを行いました。 

   これまでに、旧優生保護法補償金等では約 233 億円、2,894 件の支払いを、ハンセ

ン病元患者家族補償金では約 139 億円、8,954 件の支払いを実施してきました。 

※旧優生保護法補償金等の支払件数・金額が R6 年度に比べ急増しているのは、令和 6 年度に「旧優生保

護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律」が施行されたことに

伴い、旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた方に対する一時金に加え、新たに、同手術等を受け

た方に対する補償金や人工妊娠中絶に伴う一時金も、機構の支払業務の対象に追加されたことによる

ものです。 

 

 

 

 

 

 

  

＜表 1＞ 旧優生保護法補償金等 

支払件数・金額 

 ＜表 2＞ ハンセン病元患者家族補償金 

支払件数・金額 

年度 件数 金額  年度 件数 金額 

R1 476 件 1,524 百万円  R1 1,061 件 1,459 百万円 

R2 410 件 1,313 百万円  R2 5,555 件 8,807 百万円 

R3 86 件 275 百万円  R3 690 件 1,048 百万円 

R4 66 件 211 百万円  R4 362 件 568 百万円 

R5 54 件 173 百万円  R5 437 件 704 百万円 

R6 144 件 1,055 百万円  R6 427 件 674 百万円 

 R7※ 1,658 件 18,720 百万円  R7 422 件 656 百万円 

累計 2,894 件 23,273 百万円  累計 8,954 件 13,915 百万円 



47 
 

 (2) 自己評価 

  令和 7 年度においても、第 5 期中期目標の達成に向けて、中期計画及び年度計画に

基づき、業務運営を行ってまいりました。機構の各事業（セグメント別）の自己評価と

行政コストとの関係の概要については、以下のとおりです。 

  なお、詳細につきましては、業務実績の評価結果をご覧ください。 

 

項  目 評価（注 1） 行政コスト（注 2） 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

1 福祉医療貸付事業 A 78,340 百万円 

2 福祉医療経営指導事業 A 586 百万円 

3 社会福祉振興助成事業 B 1,429 百万円 

4 退職手当共済事業 A 151,535 百万円 

5 心身障害者扶養保険事業 B 22,224 百万円 

6 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） A 2,571 百万円 

7 承継年金住宅融資等債権管理回収業務 B 1,038 百万円 

8 年金担保及び労災年金担保債権管理回収業務 B 
(年担) 
(労担) 

78 百万円 
△ 0.7 百万円 

9 旧優生保護法補償金等支払等業務及び 
ハンセン病元患者家族補償金支払等業務 B 

(旧優生) 
(ハンセン) 

18,751 百万円 
703 百万円 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

 業務運営の効率化に関する事項 B  

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

 財務内容の改善に関する事項 B  

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

 その他業務運営に関する重要事項 B  

（注 1）評価区分 

   Ｓ：所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。 

   Ａ：所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

   Ｂ：所期の目標を達成していると認められる。 

Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 

  （注 2）各事業、業務に係る行政コストについては、P54 の説明をご覧ください。 
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(3) 当中期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

 

区 分 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

評 定 B B － － － 

理 由 

（令和 6 年度） 

項目別評定は 12 項目中、Ａが 3 項目、Ｂが 9 項目であり、うち重要度「高」であ

るものはＡが 3 項目であった。 

全体の評定を引き下げる事象はなかったことから、厚生労働省独立行政法人評価実

施要領に定める総合評定の評価基準に基づき算出した結果、Ｂとした。 

（注）評価区分 

   Ｓ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が 

得られていると認められる。 

   Ａ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると認めら 

れる。 

   Ｂ：全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成していると認められる。 

Ｃ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 
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  10. 予算と決算との対比   

   

予算と決算との対比は、以下のとおりです。 

令和 7 年度の予算額と決算額とで差額が生じている項目もありますが、いずれも事

業、業務の実施に影響を与えるものではありません。 

                                              （単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 差額 

（収入）    

運営費交付金 5,029 5,029 － 

国庫補助金 31,318 36,747 5,429 

利子補給金 2,711 2,711 － 

政府出資金 90,219 90,219 － 

福祉医療貸付事業収入 32,534 33,372 838 

経営指導事業収入 36 21 △ 15 

福祉保健医療情報サービス事業収入 4 3 △ 1 

社会福祉振興助成事業収入 12 12 － 

退職手当共済事業収入 120,444 122,228 1,784 

心身障害者扶養保険事業収入 34,836 33,653 △ 1,183 

承継債権管理回収業務収入 4,655 4,613 △ 42 

年金担保債権管理回収業務収入 0 0 0 

寄附金収入 280 344 64 

利息収入 0 689 689 

雑収入 19 51 32 

計 322,097 329,691 7,594 

（支出）    

福祉医療貸付事業費 26,837 25,087 △ 1,750 

東日本大震災復興福祉医療貸付事業費 26 30 4 

社会福祉振興助成事業費 1,278 1,341 63 

退職手当共済事業費 142,228 145,370 3,142 

心身障害者扶養保険事業費 34,836 33,653 △ 1,183 

年金担保債権管理回収業務費 41 40 △ 1 

労災年金担保債権管理回収業務費 1 － △ 1 

補償金等支払金 18,487 18,702 215 

補償金支払金 776 656 △ 120 

業務経費 8,257 6,346 △ 1,911 

一般管理費 320 353 33 

人件費 3,370 3,347 △ 23 

返還金 － 3 3 

計 236,456 234,927 △ 1,529 
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  11. 財務諸表   

 

要約した法人単位の財務諸表は、以下のとおりです。なお、各財務諸表の概要につい

ては、P53 以降をご覧ください。 

 

 (1) 貸借対照表（令和 8 年 3 月 31 日） 
（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 760,814 流動負債 396,859 

 現金及び預金等 348,162  １年以内返済予定借入金・債券等 382,192 

 １年以内回収予定長期貸付金 409,155  その他 14,667 

 その他 3,497    

固定資産 4,701,766 固定負債 4,732,172 

 有形固定資産 341  借入金・債券等 4,646,526 

 無形固定資産 6,159  その他 85,645 

 長期貸付金等 4,691,453 法令に基づく引当金等 82,168 

 その他 3,814 負債合計 5,211,198 

   純資産の部 金額 

   資本金 377,602 

   資本剰余金 457 

   繰越欠損金 △ 126,677 

   純資産合計 251,381 

資産合計 5,462,580 負債純資産合計 5,462,580 

    ※ 貸借対照表の概要については P53 をご参照ください。 
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(2) 行政コスト計算書（令和 7年 4月 1日～令和 8年 3 月 31 日） 
    （単位：百万円） 

科目 金額 

Ⅰ損益計算書上の費用 277,924 

Ⅱその他行政コスト 335 

減価償却相当額 335 

Ⅲ行政コスト 278,258 

   ※ 各勘定の行政コスト計算書の概要については P54 をご参照ください。 

 
(3) 損益計算書（令和 7年 4月 1 日～令和 8年 3 月 31 日） 

                           （単位：百万円） 

科目 金額 

経常費用（Ａ） 272,681 

 業務費 271,404 

  業務経費等 267,678 

  人件費等 2,270 

  減価償却費 1,455 

 一般管理費 1,275 

  管理経費 293 

  人件費等 911 

  減価償却費 71 

 その他 3 

経常収益（Ｂ） 227,973 

 補助金等収益等 93,965 

 事業収入等 132,938 

 その他 1,070 

臨時損失（Ｃ） 5,242 

臨時利益（Ｄ） 15,126 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（Ｅ） 130 

当期総損失（Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ－Ｅ） 34,695 

   ※ 各勘定の当期総利益（損失）については P55 をご参照ください。  
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(4) 純資産変動計算書（令和 7年 4月 1日～令和 8年 3 月 31 日） 
 （単位：百万円） 

区分 Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 
Ⅲ 利益剰余金 

(又は繰越欠損金) 

Ⅳ 評価・換

算差額等 
純資産合計 

当期首残高 317,736 791 △ 86,974 － 231,554 

当期変動額 59,865 △ 335 △ 39,703 － 19,827 

当期末残高 377,602 457 △ 126,677 － 251,381 

    ※ 純資産の変動要因については P58 をご参照ください。 

 
 
(5) キャッシュ・フロー計算書（令和 7年 4月 1 日～令和 8年 3月 31 日） 

                                 （単位：百万円） 

区分 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー △ 70,290 

 人件費支出 △ 3,335 

 補助金等収入 81,098 

 事業収入等 545,229 

 その他収入・支出 △ 693,281 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー △ 102,971 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー 193,671 

Ⅳ資金減少額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 20,411 

Ⅴ資金期首残高 56,802 

Ⅵ資金期末残高（Ⅳ＋Ⅴ） 77,212 

 

 

  



53 
 

  12. 財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報   

 

(1) 各財務諸表の概要 

① 貸借対照表 

  純資産の部は政府出資金 377,602 百万円及び繰越欠損金 126,677 百万円等により

251,381 百万円を計上しており、事業、業務の実施に必要な財務基盤を有しておりま

す。なお、令和 7 年度は一般勘定の福祉医療貸付事業に係る貸倒引当金繰入等の影響

により、法人全体で 34,695 百万円の当期総損失を計上しておりますが、令和 7 年度に

政府出資金 90,219 百万円の増資を受け入れたことにより財務基盤強化が図られ、財政

状態に問題はありません。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 760,814 流動負債 396,859 

 現金及び預金等 348,162  １年以内返済予定借入金・債券等 382,192 

 １年以内回収予定長期貸付金 409,155  その他 14,667 

 その他 3,497    

固定資産 4,701,766 固定負債 4,732,172 

 有形固定資産 341  借入金・債券等 4,646,526 

 無形固定資産 6,159  その他 85,645 

 長期貸付金等 4,691,453 法令に基づく引当金等 82,168 

 その他 3,814 負債合計 5,211,198 

   純資産の部 金額 

   資本金 377,602 

   資本剰余金 457 

   繰越欠損金 △ 126,677 

   純資産合計 251,381 

資産合計 5,462,580 負債純資産合計 5,462,580 

勘定名 資産額 
一般勘定 5,154,401
共済勘定 31,060
保険勘定 66,598

承継債権管理回収勘定 131,334
年金担保債権管理回収勘定 669

労災年金担保債権管理回収勘定 36
旧優生保護法補償金等支払等勘定 75,093

ハンセン病元患者家族補償金支払等勘定 3,388
法人全体 5,462,580

・資本金 377,602 百万円は全額国からの出資金となっています。 
・資本剰余金 457 百万円は、特定資産 2,768 百万円（一般勘定における社会福祉・医療事業団から承継した特定資

産の国庫納付から生じる減資差益 1,095 百万円及び共済勘定における前中期目標期間繰越積立金を財源に取得
した特定資産の取得費 1,674 百万円）から当該特定資産の除売却差額相当累計額△1,773 百万円と減価償却相当
累計額△539 百万円を差し引いたものです。 

・法人全体では、福祉医療貸付の財源となる借入

金・債券等で約 96.5％を占めています。 
・法令に基づく引当金等として 82,168 百万円を計

上しています。 

 （内訳） 

  ▸ 退職手当給付費支払資金 

   23,376 百万円（共済勘定） 

  ▸ 心身障害者扶養保険責任準備金 

  58,791 百万円（保険勘定） 

法人全体では、一般勘定の資産で約 94.4％を占めています。 

（単位：百万円） 

＜③ 純資産構成＞ 

＜① 資産構成＞ ＜② 負債構成＞ 

① ③

②
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【総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報）】 
（単位：百万円）  

 

区分 令和３年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

一 般 勘 定 5,185,328 5,237,762 5,106,139 5,001,051 5,154,401 

共 済 勘 定 54,418 50,539 43,812 31,718 31,060 

保 険 勘 定 72,372 69,575 71,792 67,897 66,598 

承 継 債 権 
管 理 回 収 勘 定 

290,060 241,554 199,719 162,804 131,334 

年 金 担 保 債 権 
管 理 回 収 勘 定 

31,973 13,591 2,632 826 669 

労 災 年 金 担 保 債 権 
管 理 回 収 勘 定 

2,028 887 374 101 36 

旧 優 生 保 護 法 
補 償 金 等 支 払 等 勘 定 

8,570 8,316 8,105 93,286 75,093 

ハンセン病元患者家族
補 償 金 支 払 等 勘 定 

6,133 5,524 4,780 4,071 3,388 

合  計 5,650,883 5,627,749 5,437,353 5,361,754 5,462,580 

 ※ 一般勘定及び承継債権管理回収勘定では、長期貸付金が総資産の大半を占めています。 

 

 

② 行政コスト計算書（P51 参照） 

令和 7年度の法人全体の行政コストは 278,258 百万円であり、主な発生要因は次の

とおりです。 

 共済勘定の行政コスト 151,535 百万円のうち 145,216 百万円は、退職手当共済

事業において支給している社会福祉施設等の職員の方々への退職手当給付金

となっています。 

 一般勘定の行政コスト 83,929 百万円のうち 74,450 百万円は、福祉医療貸付事

業における福祉・医療施設への融資の財源となる財政融資資金借入金や機構債

の支払利息等、長期貸付金等に対する貸倒引当金繰入及び代理貸付における業

務委託費となっています。 

 保険勘定の行政コスト 22,224 百万円のうち 22,106 百万円は、心身障害者扶養

保険事業において支給している障害のある方への給付金及び支払保険料とな

っています。 

各事業の実施にあたっては、補助金や事業収入等により必要な財源を確保していま

す。（P16 参照） 

なお、法人全体の行政コスト 278,258 百万円から自己収入等（補助金等に基づく収

益以外の収益）139,251 百万円を除き、機会費用 8,145 百万円を加えた 147,152 百万

円が業務運営に関して「国民の負担に帰せられるコスト」となっています。（同コスト

については、独立行政法人会計基準に基づく注記事項として記載しております。） 

  



55 
 

 

③  損益計算書（P51 参照） 

   法人全体及び各勘定の当期総利益（損失）の要因は以下のとおりです。全 8 勘定の

うち、1 勘定で当期総損失を計上する一方、4 勘定で当期総利益を計上し、3 勘定は損

益均衡となり、法人全体で当期総損失 34,695 百万円を計上しています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

一般勘定 
当期総損失 40,982 百万円 

・福祉医療貸付事業において貸倒引当金

繰入を計上したこと等から損失を計上

しています。 

 

共済勘定 
当期総利益 72 百万円 

・給付経理では、給付費支払資金の繰入及

び戻入処理を行うことから損益が均衡し
ています。 

・業務経理では、当年度運営費交付金所要

額を全額収益化したほか、前中期目標期
間繰越積立金について対象業務の完了に
伴い全額取崩したことから利益を計上し

ています。 

年金担保債権管理回収勘定 
損益均衡 

・事業運営コストが貸付金利息収入等を

上回ったことによる損失に対し、前中

期目標期間繰越積立金を取崩したこと

から損益が均衡しています。 

法人全体 

当期総損失 

34,695 百万円 

労災年金担保債権管理回収勘定 
当期総利益 1 百万円 

・雑収入を計上したことにより利益を計

上しています。 

承継債権管理回収勘定 
当期総利益 3,692 百万円 

・貸付金利息等の経常収益から人件費等

の経常費用を除いた額が当期総利益

となっています。 

 

旧優生保護法 
補償金等支払等勘定 

損益均衡 

・補償金等支払金を含む費用から財務収

益等を控除した残額見合いの政府交付

金を収益化していることから損益が均

衡しています。 

ハンセン病元患者家族 
補償金支払等勘定 

損益均衡 
・補償金支払金を含む費用から財務収益等

を控除した残額見合いの政府交付金を収

益化していることから損益が均衡してい

ます。 

保険勘定 
当期総利益 2,522 百万円 

・給付経理では、予定運用利回りを確保し

たことにより信託等運用益が発生した
他、責任準備金戻入が発生したことによ
り利益を計上しています。 

・業務経理では、当年度運営費交付金所要
額を全額収益化のうえ予算の範囲内で適
切に執行したことから利益を計上してい

ます。 
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  経常費用、経常収益の内訳については、以下のとおりです。 

  経常費用について、退職手当共済事業における社会福祉施設等の職員の方々への退職

手当給付金 145,216 百万円を含む退職手当共済業務費が 53.5％、次いで、福祉医療貸付

事業における福祉・医療施設への融資の財源となる財政融資資金借入金や機構債の支払

利息等、長期貸付金等に対する貸倒引当金繰入及び代理貸付における業務委託費 74,450

百万円を含む福祉医療貸付業務費が 28.7％となり、これらが大半を占めています。 

  一方、経常収益については、各事業・業務の財源となる補助金等収益、退職手当共済

業務費に対応する退職手当共済事業収入及び福祉医療貸付事業収入などが大半を占め

ています。 

  なお、経常収益と経常費用の差額に、臨時利益、臨時損失及び前中期目標期間繰越積

立金取崩額を加（減）算した結果、当期総損失は 34,695 百万円となっています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経常費用＞ ＜経常収益＞ 

退職手当共済

業務費

53.5%福祉医療貸付

業務費

28.7%

心身障害者

扶養保険

業務費

8.1%

その他

9.6%

経常費用

272,681
百万円

補助金等収益

38.5%

退職手当共済

事業収入

32.6%

福祉医療貸付

事業収入

14.6%

心身障害者扶養

保険事業収入

9.1%

運営費交付金

収益

2.0%

承継債権管理回収

業務収入

2.0%
その他

1.2%

経常収益

227,973
百万円
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【事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報）】 
（単位：百万円） 

区分 令和３年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

一 般 勘 定 △ 21,939 △ 20,895 △ 39,282 △ 18,784 △ 40,982 

共 済 勘 定 2,103 △ 4,650 △ 6,661 △ 12,029 △ 6,064 

保 険 勘 定 △ 1,312 △ 2,793 2,264 △ 3,895 △ 1,312 

承 継 債 権 
管 理 回 収 勘 定 

8,975 7,334 5,900 4,817 3,692 

年 金 担 保 債 権 
管 理 回 収 勘 定 

30 208 △ 144 △ 187 △ 43 

労 災 年 金 担 保 債 権 
管 理 回 収 勘 定 

1 4 △ 5 12 1 

旧 優 生 保 護 法 
補 償 金 等 支 払 等 勘 定 

－ － － － － 

ハンセン病元患者家族 
補 償 金 支 払 等 勘 定 

－ － － － － 

合  計 △ 12,143 △ 20,792 △ 37,927 △ 30,066 △ 44,708 

    ※ 事業損益の経年比較において、昨年度から大きな変動がある勘定の変動要因は次のとおりです。 

一 般 勘 定 ・・・ 福祉医療貸付事業において、貸倒引当金繰入が増額したことか
ら損失が増加しています。 

共 済 勘 定 ・・・ 退職手当給付金の増加に伴い損失を計上しています。 

保 険 勘 定 ・・・ 
運用利回りの好転により金銭の信託等運用益を計上したものの
年金給付の増加に伴い年金資産を取り崩したことにより損失を
計上しています。 

承 継 債 権 
管 理 回 収 勘 定 

・・・ 債権残高の減少に伴う利息収入の減により毎年度利益が減少し
ています。 

年 金 担 保 債 権 
管 理 回 収 勘 定 

・・・ 事業運営コストが貸付金利息収入等を上回ったことにより損失
を計上しています。 

 

④  純資産変動計算書（P52 参照） 

   令和 7 年度においては、法人全体で当期総損失を計上したことにより繰越欠損金は

126,677 百万円となりました。 

   また、物価高騰の影響を受けた医療機関等の資金繰りを支援する優遇融資を行うた

めの財務基盤強化及び資本性劣後ローンの原資として令和 7 年度補正予算で措置され

た政府出資金を一般勘定で受け入れたことにより資本金が 90,219 百万円増加したほか、

機構法附則第 5条の 2第 8項に基づく国庫納付（承継債権管理回収勘定）及び通則法第

46 条の 2 第 1 項に基づく国庫納付（労災年金担保債権管理回収勘定）により資本金が

30,353 百万円減少したことから、純資産額は 251,381 百万円となっています。 

   なお、上記の国庫納付は、法令で定められた定期的な国庫納付及び事業規模を勘案し

た国庫納付であるため、事業・業務の実施に影響は生じていません。 
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⑤ キャッシュ・フロー計算書（P53 参照） 

   業務活動によるキャッシュ・フローでは、貸付けによる支出等を要因として支出

697,854 百万円が収入 627,565 百万円を上回っています。 

   投資活動によるキャッシュ・フローでは、定期預金の預入による支出 471,700 百万

円が定期預金の払戻による収入 313,500 百万円を上回っているほか、財務活動による

キャッシュ・フローでは、長期借入れによる収入 430,900 百万円が長期借入金の返済

による支出 317,235 百万円を上回っています。 

   適時適切に資金繰りの管理を実施し必要となる財源を確保しているため、事業、業務

の実施に影響は生じていません。 

 

 

(2) 財政状態及び運営状況について 

  財政状態及び運営状況を把握するため、独立行政法人会計基準及び内部規程等に基づ

き適時適切に分析・検証が実施されるガバナンス態勢を整備しています。 

  担当部門において分析・検証された内容については、必要に応じて随時報告が行われ

ているほか、ガバナンス委員会及び経営企画会議により報告内容の確認及び評価を行っ

ています。 

   財政状態及び業務運営は、P53～P58 の説明のとおり、国民の皆さまに公共性の高いサ

ービスを持続的に提供するにあたり問題は生じていません。 

 

 

  



59 
 

  13. 内部統制の運用に関する情報   

 

機構の役職員の職務執行にあたっては、通則法、機構法及び他の法令を遵守すると

ともに、業務方法書に基づく、業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制シ

ステム」という。）を整備・運用しています。主な項目とその実施状況については、以

下のとおりです。 

 

 (1) 内部統制の整備及び運用（業務方法書第 56 条、第 60 条） 

    内部統制システムの整備・運用を目的として「ガバナンス委員会」を設置し、継続

的に運用の見直しを図ることとしています。同委員会は原則、四半期毎に開催し、リ

スク等管理に係る各種モニタリング活動の報告等の実施及び当該活動結果を踏まえ

た関連規程等の見直しを実施しています。 

    なお、福祉医療貸付事業に係る信用リスクについては、効率的かつ効果的にガバナ

ンスが発揮できる態勢を構築するため、ガバナンス委員会から当該審議機能を委嘱

した「信用リスク分科会」を設置し、原則、四半期毎に開催しています。 

 

 (2) 監事監査・内部監査（業務方法書第 64 条、第 65 条） 

    監事は、機構の業務及び会計に関する監査を行い、監査の結果等を記載した監査報

告を作成し、理事長、内閣総理大臣及び厚生労働大臣に提出します。また、改善が必

要であると判断した事項があるときには、監査報告にその旨を記載します。 

    また、機構は監査室を設置し、内部監査を実施するとともに、その結果に対する改

善措置状況を理事長に報告することとなっています。令和７年度においては、リスク

管理強化に向けた態勢の整備、事務リスクの管理等についての内部監査を実施し、適

正に実施されていることを確認しています。 

 

 (3) 予算の適正な配分（業務方法書第 67 条） 

    運営費交付金を原資とする予算については、評価結果の活用など予算の配分が適

正に実施されることを確保するための体制を整備することとしています。 

令和 7 年度においても、適正に予算を配分するとともに、定期的に各部の執行状

況を把握し、執行状況等を踏まえた予算配分の見直しを実施しています。 

 

 (4) 入札及び契約に関する事項（業務方法書第 71 条） 

    入札及び契約に関する事項・監事及び外部有識者で構成される「契約監視委員会」

の設置等に関する事項を定めた内部規程等を整備しています。 

令和 7 年度においては、契約監視委員会を 6 月に開催し、令和 6 年度の調達実績

の事後点検を行い、審議概要をホームページにて公表しています。 

 



60 
 

  14. 法人の基本情報   

(1) 沿革 
昭和 29 年 社会福祉事業振興会設立、福祉貸付事業開始 

 35 年 医療金融公庫設立、医療貸付事業開始 

 36 年 退職手当共済事業開始（社会福祉事業振興会） 

 40 年 大阪支店を開設し、貸付業務開始（医療金融公庫） 

 45 年 心身障害者扶養保険事業開始（社会福祉事業振興会） 

 59 年 社会福祉・医療事業団法公布 

 60 年 社会福祉・医療事業団発足（1 月 1 日） 

  福祉医療貸付事業、退職手当共済事業、心身障害者扶養保険事
業等を承継 

  経営診断・指導事業開始 

平成 元年 開業医承継支援事業開始 

 2 年 長寿社会福祉基金事業開始 

  福祉・保健情報サービス事業開始 

 13 年 年金福祉事業団の解散に伴い、年金担保貸付事業を承継 

 14 年 独立行政法人福祉医療機構法公布 

 15 年 独立行政法人福祉医療機構発足（社会福祉・医療事業団解散） 
（10 月 1日） 

 16 年 労働福祉事業団の解散に伴い、労災年金担保貸付事業を承継 

 18 年 

 
承継年金住宅融資等債権管理回収業務及び承継教育資金貸付け
あっせん業務を承継 

 19 年 開業医承継支援事業廃止 

 20 年 承継教育資金貸付けあっせん業務休止 

 22 年 基金の国庫返納に伴い、長寿社会福祉基金事業を廃止し、社会
福祉振興助成事業を開始 

 29 年 承継教育資金貸付けあっせん業務廃止 
 31 年 一時金支払等業務開始 

令和 元年 補償金支払等業務開始 

 4 年 新規申込受付終了に伴い、年金担保貸付事業及び労災年金担保
貸付事業を廃止し、年金担保債権管理回収業務及び労災年金担
保債権管理回収業務を実施 

 8 年 労災年金担保債権管理回収業務を廃止 

 

(2) 設立に係る根拠法 

独立行政法人福祉医療機構法（平成 14 年法律第 166 号） 

 

(3) 主務大臣 

厚生労働大臣 

【担当部局】 社会・援護局福祉基盤課、医政局医療経営支援課、 

 社会・援護局障害保健福祉部企画課、年金局資金運用課、 

 労働基準局労災保険業務課、健康・生活衛生局難病対策課 

   内閣総理大臣 

      【担当部局】 こども家庭庁成育局母子保健課 
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(4) 組織図 
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(5) 事務所（従たる事務所を含む）の所在地 
本部：東京都港区虎ノ門 4丁目 3番 13 号（ヒューリック神谷町ビル 1・9・10 階） 

支店：大阪府大阪市中央区南本町 3丁目 6番 14 号（イトゥビル 3階） 

 
(6) 主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 
  該当なし 

 

(7) 主要な財務データの経年比較 
（単位：百万円） 

区分 令和３年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

経 常 費 用 203,560 207,728 230,796 225,101 272,681 

経 常 収 益 191,417 186,936 192,869 195,035 227,973 

当 期 総 利 益 
(又は当期総損失(△)） 

△ 10,982 △ 20,620 △ 27,904 △ 14,108 △ 34,695 

資 産 5,650,883 5,627,749 5,437,353 5,361,754 5,462,580 

負 債 5,208,901 5,263,377 5,149,190 5,130,200 5,211,198 
利 益 剰 余 金 
(又は繰越欠損金(△)） 281 △ 29,406 △ 64,837 △ 86,974 △ 126,677 

業 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー △ 400,773 △ 64,480 91,289 159,689 △ 70,290 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 9,622 △ 7,356 △ 12,782 △ 73,922 △ 102,971 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 387,766 53,974 △ 105,688 △ 90,918 193,671 

資 金 期 末 残 高 106,996 89,135 61,953 56,802 77,212 
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(8) 翌事業年度の予算、収支計画及び資金計画 
 翌事業年度において適切に事業、業務が実施できるよう、次のとおり予算、収支計画

及び資金計画を作成しています。 

【令和 8年度 予算】 
（単位：百万円） 

区 別 金 額 

収入  
運営費交付金 3,151 
国庫補助金 30,196 
利子補給金 2,298 
福祉医療貸付事業収入 35,182 
経営指導事業収入 22 
福祉保健医療情報サービス事業収入 4 
社会福祉振興助成事業収入 12 
退職手当共済事業収入 114,699 
心身障害者扶養保険事業収入 34,565 
承継債権管理回収業務収入 3,724 
寄附金収入 280 
利息収入 438 
雑収入 17 

計 224,588 
支出  
福祉医療貸付事業費 35,685 
東日本大震災復興福祉医療貸付事業費 25 
社会福祉振興助成事業費 930 
退職手当共済事業費 143,979 
心身障害者扶養保険事業費 34,565 
年金担保債権管理回収業務費 20 
補償金等支払金 23,654 
補償金支払金 644 
業務経費 5,599 
一般管理費 394 
人件費 3,612 

計 249,106 
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 【令和 8年度 収支計画】  
（単位：百万円） 

 

 

  

区 別 金 額 

費用の部 245,421 
 経常費用 245,389 
  福祉医療貸付業務費 45,388 
  経営指導業務費 307 
  福祉保健医療情報サービス業務費 2,051 
  社会福祉振興助成業務費 989 
  退職手当共済業務費 144,382 
  心身障害者扶養保険業務費 22,118 
  承継債権管理回収業務費 651 
  年金担保債権管理回収業務費 34 
  旧優生保護法補償金等支払等業務費 23,662 
  ハンセン病元患者家族補償金支払等業務費 653 
  一般管理費 384 
  減価償却費 1,190 

   人件費 3,012 
  賞与引当金 219 
  退職給付費用 348 
 臨時損失  

退職手当給付費支払資金繰入 33 
  
収益の部 239,601 
  運営費交付金収益 2,639 

福祉医療貸付事業収入 35,344 
経営指導事業収入 22 
福祉保健医療情報サービス事業収入 4 
社会福祉振興助成事業収入 12 
退職手当共済事業収入 77,310 
心身障害者扶養保険事業収入 21,090 
承継債権管理回収業務収入 3,694 
補助金等収益 80,725 
寄附金収益 322 
繰延運営費交付金（資産）戻入 647 
繰延補助金等（資産）戻入 134 
賞与引当金見返に係る収益 192 
退職給付引当金見返に係る収益 320 
財務収益 423 
雑益 3 
臨時利益 16,623 

  退職手当給付費支払資金戻入益 13,205 
  心身障害者扶養保険責任準備金戻入益 3,418 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 96 
  

総利益又は総損失 △ 5,821 
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【令和 8年度 資金計画】 
（単位：百万円） 

区 別 金 額 

資金支出 1,101,012 
 業務活動による支出 632,862 
  福祉医療貸付事業費 35,710 
  福祉医療貸付金による支出 376,000 
  社会福祉振興助成金による支出 608 
  こどもの未来応援支援金による支出 322 
  退職手当共済事業費 143,946 
  心身障害者扶養保険事業費 22,091 
  年金担保債権管理回収業務費 34 

補償金等支払金による支出 23,654 
  補償金支払金による支出 644 

   人件費支出 3,612 
   その他の業務支出 6,004 
  国庫納付金の支払額 20,238 
 投資活動による支出 21,575 
  金銭の信託の増加による支出 12,475 
  有価証券の取得による支出 9,100 
 財務活動による支出 382,192 
  長期借入金の返済による支出 362,192 
 債券の償還による支出 20,000 
翌年度への繰越金 64,383 

  
資金収入 1,101,012 

業務活動による収入 609,194 
福祉医療貸付事業収入 35,182 
福祉医療貸付回収金による収入 393,733 

   経営指導事業収入 22 
   福祉保健医療情報サービス事業収入 4 
   社会福祉振興助成事業収入 12 
   退職手当共済事業収入 77,310 
   心身障害者扶養保険事業収入 20,151 
  承継債権管理回収業務収入 3,724 
   承継融資業務収入 18,492 
   運営費交付金収入 3,151 
   補助金等収入 56,677 
   寄附金収入 280 
   その他の業務収入 455 
  投資活動による収入  

   金銭の信託の減少による収入 14,414 
 財務活動による収入 283,200 
  長期借入れによる収入 263,200 
   債券の発行による収入 20,000 
 前年度よりの繰越金 194,204 
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  15. 参考情報   

(1) 要約した財務諸表の科目の説明 

[貸借対照表] 

現 金 及 び 預 金 等 ： 現金、預金、金銭の信託及び満期保有を目的とする有価証券など 

有 形 固 定 資 産 ： 
土地、建物、車両、工具など長期にわたって使用又は利用する有形の固定
資産 

無 形 固 定 資 産 ： ソフトウェアなど長期にわたって使用又は利用する無形の固定資産 

長 期 貸 付 金 等 ： 福祉医療貸付事業及び承継債権管理回収業務に係る貸付金 

借 入 金 ・ 債 券 等 ： 
事業資金等の調達のため独立行政法人が借り入れた長期（短期）借入金及
び発行する債券 

法 令 に 基 づ く 
引 当 金 等 

： 
独立行政法人福祉医療機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に
関する命令（平成 15 年厚生労働省令第 148 号）の規定に基づき計上して
いる退職手当給付費支払資金、心身障害者扶養保険責任準備金 

資 本 金 ： 国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成するもの 

資 本 剰 余 金 ： 
国から交付された施設費や寄附金などを財源として取得した資産で独立
行政法人の財産的基礎を構成するもの 

繰 越 欠 損 金 ： 独立行政法人の業務に関連して発生した欠損金の累計額 

[行政コスト計算書] 

行 政 コ ス ト : 
独立行政法人の業務に関連し、資産の減少又は負債の増加をもたらすも
の 

[損益計算書] 

業 務 経 費 等 : 独立行政法人の業務に要した費用 

人 件 費 等 : 
給与、賞与、法定福利費、賞与引当金繰入、退職給付費用等、独立行政法
人の役職員等に要する経費 

減 価 償 却 費 : 
業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として
配分する経費 

補 助 金 等 収 益 等 : 
国・地方公共団体等の補助金等、国からの運営費交付金のうち、当期の収
益として認識した収益 

自 己 収 入 等 : 貸付金利息収入、手数料収入、掛金などの収益 

臨 時 損 失 : 法令に基づく引当金等の繰入等が該当 

臨 時 利 益 : 法令に基づく引当金等の戻入等が該当 

そ の 他 調 整 額 : 前中期目標期間繰越積立金の取崩額 

[キャッシュ・フロー計算書] 

業務活動による 
キャッシュ・フロー : 

独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの
提供等による収入、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出等
が該当 

投資活動による 
キャッシュ・フロー : 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状
態を表し、固定資産や有価証券等の取得・売却等による収入・支出が該当 

財務活動による 
キャッシュ・フロー : 

債券の発行・償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び
返済などが該当 
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(2) その他公表資料等との関係の説明 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主務大臣からの指示である中期目標を達成
するための具体的計画を公表しています。 
（独立行政法人通則法第30条及び第31条） 

独立行政法人の業務運営の状況の全体像を簡

潔に説明しており、財務諸表の添付書類という

位置づけの書類です。その他公表資料のプラッ

トフォームとしての役割も果たしています。 
（独立行政法人通則法第 38 条） 

機構の業務実績について、自己評価及び主

務大臣からの評価を公表しています。 
（独立行政法人通則法第 32 条） 

当事業年度の財務状態、運営状況等を明ら

かにするために作成し、主務大臣の承認後、

公表しています。 
（独立行政法人通則法第 38 条） 

中期計画 
年度計画 

債券を発行するにあたり、投資判断に資す

るため、発行者である機構及び債券の詳細

について説明しています。 
（任意作成） 

 
当事業年度の決算（予算の執行状況）を明

らかにしており、財務諸表の添付書類とい

う位置づけの書類です。 
（独立行政法人通則法第 38 条） 

令和 7 年度 
業務実績評価書 

令和 7 年度 
財務諸表 

令和 7 年度 
決算報告書 

債券内容 
説明書 

令和 7 年度 
事業報告書 

中期計画・ 

年 度 計 画

の詳細 

業務実績に

対する評価

の詳細 

財務状態、

運 営 状 況

等の詳細 

決算の詳細 機構及び債

券の詳細 


